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電力・ガス取引監視等委員会 

第３９回料金制度専門会合 

１．日時：令和５年３月２４日（金） １０：００～１２：５７ 

２．場所：オンラインにて開催 

出席者：山内座長、北本委員、安念委員、男澤委員、梶川委員、川合委員、河野委員、東

條委員、華表委員、平瀬委員、松村委員 

（オブザーバーについては、委員等名簿を御確認ください） 

 

○池田取引監視課長  定刻となりましたので、ただいまから、電力・ガス取引監視等委

員会第39回料金制度専門会合を開催いたします。 

 私は、事務局・取引監視課長の池田です。よろしくお願いいたします。 

 委員及びオブザーバーの皆様方におかれましては、御多忙のところ御参加いただきまし

て、誠にありがとうございます。 

 本会合は、新型コロナウイルス感染症の感染機会を減らすための取組を講じることが求

められている状況に鑑み、オンラインでの開催とし、傍聴者、随行者を受け付けないこと

とさせていただいております。 

 なお、議事の模様はインターネットで同時中継を行っております。 

 本日、石井オブザーバーは御欠席です。 

 それでは、議事に入りたいと思います。 

 本日は、オブザーバーとして北海道電力、東北電力、東京電力エナジーパートナー、北

陸電力、中国電力、四国電力、沖縄電力が出席されますので、各議題について直接御質問

されるということでも構いません。 

 以降の議事進行は山内座長にお願いいたしたく存じます。よろしくお願いいたします。 

○山内座長  山内でございます。それでは、議事次第に従って進めさせていただきます

が、今日の議題は、議事次第にありますように５つということでございます。まず１番目

の議題、「これまで委員から頂いた御意見・御指摘への対応状況について」、事務局からま

ず御説明いただきます。よろしくお願いいたします。 

○池田取引監視課長  資料３を御覧ください。 

 これまでに委員から頂いた御意見・御指摘への対応状況につきましては、まず３ページ

でございます。本日は経営効率化について御審議いただく予定でございますが、この中で
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華表委員から頂いておりました、定量的な各社比較を可能とするため、実績値の使用や対

象期間・範囲等の統一、あと発電部門と販売部門に費目を区分、比較に用いるコストドラ

イバーに応じて費目を区分といったことに関する御意見・御指摘について御回答させてい

ただきたいと思います。 

 また、５ページでございますが、本日は購入・販売電力料についても御審議いただく予

定となってございまして、この中で松村委員と圓尾委員から頂いておりました容量市場の

市場費用を踏まえた原価算定、あとは松村委員から頂いておりました、調整力についての

託送料金におけるコスト織り込み額を比較した場合の妥当性の確認、これらのことについ

ての御意見・御指摘に本日御回答させていただくことを予定してございます。 

 また、10ページ目でございますが、本日、その他経費も御審議いただく予定でございま

して、この中で、これまで川合委員、平瀬委員、松村委員、男澤委員、河野委員からいた

だいていた御意見・御指摘に御回答させていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○山内座長  よろしゅうございますか。ということでございますので、議題２に進みた

いと思います。 

 議題２は、「消費者庁及び消費者委員会からの御意見等に関する現時点での取組状況等

について」ということであります。いろいろ御指摘いただいた点について、我々としてど

う取り組んでいくのかということで事務局から案を作っていただきましたので、まずはこ

れを御説明いただいて、それから議論とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○池田取引監視課長  それでは、資料４をお願いいたします。 

 ３ページをまずお開きいただきたいのですが、３ページの３番目のポツでございますが、

今般の申請に関連しまして、消費者庁から本会合の場で１月27日と２月15日、３月15日の

３度にわたりまして御意見を頂きまして、また消費者委員会からは公共料金等専門調査会

の場で、２月20日、３月13日にそれぞれ論点の御提示を頂いているところでございます。 

 そしてまた１ページ目に戻りまして、本日は、これら消費者庁と消費者委員会から提示

いただいている論点等について、事務局で御回答のたたき台を作成いたしましたので、御

説明させていただきたいと思います。その上で、本日、タイトルはたたき台となってござ

いまして、本日お示しするたたき台を踏まえまして次回以降の会合でまた重ねて御審議い

ただきたいと考えてございますところ、現時点で記載すべき点など幅広く御議論いただき

たいという趣旨でございます。 
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 また３ページ目に移りまして、本資料の位置付けということで４つ目のポツでございま

すが、現在、各事業者で直近の燃料価格などを踏まえて料金原価の再算定が進められてい

るところでございまして、本資料につきましては現時点で御回答が可能な範囲で記載され

たものでございまして、また今後、再算定結果が明らかになり次第、追加で御回答させて

いただく予定としてございます。 

 続いて中身に入っていきたいと思います。まず５ページでございますが、総論と需要想

定、供給力、変動費、固定費、料金設定関連、あと電力会社の不適切事案。その他という

のは資源エネルギー庁マターのものも含まれておりますが、こうした構成で御回答申し上

げたいというところでございます。 

 まず６ページ目、直近実績の評価とコスト効率化に関する消費者庁からの御指摘という

ことでございまして、現行原価の現状について、コスト効率化の取組は適切であると評価

されるか。あるいは、これまでの取組を評価した上でさらなる深掘りを求めるべきではな

いかという点につきましては、当会合としての考え方としましては、現在、定量的に横比

較を行うための方法を検討中であり、その結果を踏まえて各事業者に対し効率化を求めて

いく方針でございますし、また経年変化についても、現行原価と今回申請の比較を行って、

大幅に増加しているような場合などはその理由を確認するなど、適正な料金原価となるよ

うな査定を行う方針ということでございます。 

 続きまして７ページでございますが、消費者委員会からの御提示ということで、値上げ

の要因が除去された場合は、届出により速やかに料金値下げを実施すべきと考えられます

といった趣旨の御提示でございますが、この点につきましては、ここの③に書いてあると

おり、毎年度、規制部門の電気事業利益率が必要以上に高くなっていないかなどを確認す

る事後評価を行うとしているところでございます。 

 ８ページ目、消費者委員会からの御提示でございまして、10社横並びで査定を行う場合、

事業形態の差異をどのように査定に反映させるか等々といったところでございますが、料

金審査要領において横並び比較を行っている費目としては、例えば人件費がございますが、

発販分離会社が存在することを考慮し、発電部門については東京、中部を除いた８社で比

較し、販売部門については10社で比較するなど、需要形態の差異を踏まえて査定を行う方

針でございます。 

 ９ページでございますが、値上げ幅があるのは1980年以来値上げを行ったこと等々が一

つの要因であると考えられるというところでございまして、いずれにせよ、各事業者の料
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金原価が適正な水準になっているか審査を行っていきたいと考えてございます。 

 また、10ページでございますが、東日本大震災後に値上げ申請を行った電力会社とそれ

以外の社の取扱いでございますが、フォワードルッキングの考え方でございまして、過去

の料金値上げの有無にかかわらず、審査要領に基づきまして厳格かつ丁寧に審査を行って

まいりたいというふうに考えてございます。 

 続きまして11ページ目でございますが、公聴会における意見・疑問点については、今後、

追って御回答させていただく予定でございます。 

 12ページ目でございますが、新料金の周知等に関してでございます。10日前から営業所

及び事務所において、公衆の見やすい箇所に掲示するといった取組が法律上は義務付けら

れてございますが、これに限らず各事業者における周知方法ですとか苦情処理体制が十分

なものであるかどうかについては確認をし、必要に応じ指導を行っていきたいと。 

 13ページ目でございますが、消費者に対する周知等に関する事項で、定期的に消費者が

理解しやすい形で公表すべきではないかといったところについても、２つ目のポツのとお

り、分かりやすい情報提供を行うよう求めていきたいというふうに考えているところでご

ざいます。 

 次に、需要想定・供給力のほうに移らせていただきたいと思います。16ページ目でござ

いますが、消費者庁から需要・供給に関しまして電力量の見込みに関する御質問を頂いて

おりますが、現在再算定中でございまして、当該補正を踏まえて審査を行っていく予定で

ございますが、需要想定については、供給計画から著しく不合理な変更がなされていない

かなどの視点からしっかりと確認していきたいと考えてございます。 

 18ページ目、燃料費・購入電力量に関して単価引下げの努力は徹底されているか等の御

指摘でございますが、原価等は再算定中でございますが、一般論として申し上げますと、

他の電気事業者などの取組状況を踏まえた効率化努力を求めるなど、厳格かつ丁寧に審査

を行っていきたいと。 

 19ページ目でございますが、２つ目のポツのとおり、燃料費の価格動向については申請

時点から下落傾向にあるというところでございますが、今般の御指摘も踏まえまして、 

現在、直近の燃料価格など踏まえて各事業者で原価等を再算定中であり、今後、補正が行

われる予定ということでございます。 

 また、20ページ目でございますが、燃料費・購入電力量に関する御指摘でございますが、

これについても発電単価の妥当性についての御指摘でございますが、この点についてもし
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っかり確認を行っていきたいというふうに考えているところでございます。 

 続きまして21ページは、単価が低い発電機の利用率をもっと上げられないか、あるいは

管理コストが低減できるのではないか。さらには22スライド目では、広域メリットオーダ

ーによる最適化を評価する必要があるのではないか、メリットオーダーを含めればさらな

る再生可能エネルギーの導入が求められるのではないかというところでございまして、今、

原価等再算定中でございますが、今後、メリットオーダーについてもしっかり再算定結果

を踏まえて確認を行っていく予定でございますが、料金改定の審査におきましては直近の

供給計画を基に原価算定期間におけるメリットオーダーを確認するものでございまして、

長期的な電源構成の在り方については審査の対象外と考えているところでございます。 

 続きまして23ページ目でございますが、消費者委員会からも値上げ幅を見直すべきでは

ないかといった御指摘でございますが、これについても、先ほど申しましたように原価等

を再算定中でございます。 

 あと、燃料費・購入電力量の抑制のための努力ということでございますが、補正が今後

行われる予定でございますが、燃料調達コストの効率化の取組も確認するということと、

25ページ目でございますが、発販分離等事業形態の差異を踏まえてのことでございますが、

これについても、燃料費の詳細については再算定結果を踏まえて確認していきますが、厳

格かつ丁寧に審査を行っていくというところでございます。 

 次に、固定費関係でございます。27スライド目でございますが、供給計画との整合性、

あるいは適切な投資コスト、管理コスト、あるいは減価償却費の合理性でございますが、

原価等を再算定中でございますが、例えば設備投資については供給計画との整合性、定期

点検などの修繕に関するものにつきましてはメルクマールに基づいてしっかりと審査を行

っていくと。 

 あとは固定費で28スライド目ですが、コスト効率化でございますが、定量的な横比較の

方法や横比較を踏まえた効率化目標の在り方を検討する予定ということです。 

 人件費につきましては、賃上げをどう見込むかも重要な視点であるというところでござ

います。これについては料金審査要領では、従業員１人当たりの年間給与については平均

給与水準と比較する査定を行う一方、エスカレーションについては原則として原価への算

入を認めないこととされているところでございまして、これを踏まえてどのような査定を

行うのが適切なのかというところについては検討中というフェーズでございます。 

 30スライド目でございますが、これも先ほどと同様でございます。 
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 続きまして31スライド目で、自然減による寄与分と効率化の寄与分に分けて分析してい

るかということでございますが、経年での変化や増減理由を確認してございますし、また、

料金審査要領に基づき他産業とも比較しつつ査定をしっかりと行っていきたいというとこ

ろでございます。 

 次に32ページ、事業報酬についてでございますが、現在の計算方法についての御意見で

ございますが、これは法令で定められているところでありまして、法令を変更するという

ことは困難である一方、再度、御指摘についても今後の検討の課題とさせていただきたい

というふうに考えているところでございます。 

 あと料金設定関係、34スライド以降でございますが、原価が申請値を下回った場合に確

実に値下げが担保される必要があるという点でございますが、ここについては、事後評価

などの取組を通じて、料金が適正な水準であるか継続的に監視を行ってまいりたいと。 

 35ページ目でございますが、基本料金と電力量料金の振り分けでございますが、今、原

価等の再算定中でございますが、再算定結果を踏まえて厳格かつ丁寧に審査を行ってまい

りたいというところでございます。 

 料金算定規則においては、基本料金で回収する固定費の割合に関する規定はないところ、

各事業者が実情を踏まえて料金設定を行っているというふうに承知しているところでござ

います。 

 あと事業形態の差異を踏まえた費用の按分でございますが、費用の按分については料金

算定規則上に詳細にルールが定められてございまして、これに沿って正しく按分されてい

るかというところを厳格かつ丁寧に審査を行ってまいりたいというところでございます。 

 38スライド目でございますが、今回の値上げ認可後に燃料費が下落する局面に転じた際

に、自由化部門から料金値下げが始まると想定されるが、規制部門の料金が高止まりする

んじゃないかといった点でございますが、これについても先ほど同様、事後評価等を中心

として監視を行っていきたいというふうに考えるところでございます。 

 続きまして40スライド目でございますが、値上げ率の幅とか今回値上げをしない電力会

社があることによって、電力会社間による電気料金の差が拡大することについて、どこま

で許容し得るのか、あるいは契約区分による値上げに差異があるところについてどう考え

るかというところでございますが、ここは３つ目のポツにありますように、料金原価が適

正な水準であるかといった審査を行いますが、事業者間で料金水準に差が生じる場合もご

ざいますが、そこは事業者間の横比較を通じて、効率化努力が不足している場合にはさら
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なる深掘りを求めるなど、著しい格差が生じないように審査を行ってまいりたいというふ

うに考えてございます。 

 続きまして、電力会社の不適切事案の関係でございます。カルテルの疑いや顧客情報の

不正閲覧といった電力会社の企業倫理上消費者の信頼を損なう事案が続いているが、これ

らの事案が料金に与える影響を検証すべきであるという御指摘でございます。この点につ

きましては、規制料金といいますのは料金算定規則などの法令に基づきまして費用を積み

上げて算定することとされていまして、こうしたルールに基づいて、各社３年間に見込ま

れる費用を算定し、料金を算定しているわけでございまして、過去に生じた事案について

は、仮にその時点で何らかの費用を生じさせていた場合にも、このことが規制料金に影響

を与えるものではございません。つまり、不適切な事案を生じさせたことによって将来時

点の対応費用が発生し、それを申請原価に織り込んでいる場合のみ規制料金に影響を与え

るということとなります。この点につきましては、カルテル事案に対して課徴金を支払う

事態に備えて、課徴金を申請原価に織り込むといったことは理論上考えられますが、その

ような不適切事案への対応費用が原価に算入されていないということは確認しているとこ

ろでございます。 

 いずれにしましても、全ての費目について真に必要な費用のみが算入されているか、引

き続き厳格かつ丁寧に審査を行っていきたいというところでございます。 

 なお、顧客情報等の不適切な閲覧については、報告徴収、立入検査による調査を実施し

た結果を踏まえて、経済産業省として厳正に対処していくものと承知してございまして、

またカルテルについても、公正取引委員会による処分が出された場合、経済産業省として

も適切に対応していくものと承知しています、というのが当会合としての考え方というと

ころでございます。 

 また、消費者委員会からの御指摘でございまして、顧客情報の不正閲覧に関しても電力

自由化の根幹を揺るがす事態である。電力自由化における事業者に対する信頼性を壊すカ

ルテル、景表法違反についても同様であり、重大な問題であり、料金値上げ申請に影響し

ていないのか検証すべきである。さらには、実態が明らかになり再発防止策が取りまとめ

られた段階で消費者に説明する必要がある。新電力との契約を解除して規制料金に乗り替

える利用者が多かった点について、顧客情報漏えい問題との関連性について究明している

か。あとは、法的分離は十分と言えるか、そういった御指摘を頂いてございますが、これ

につきましても、先ほど申しましたように過去に生じた事案については、仮にその時点で
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何らかの費用を生じさせていた場合にも、そのことが規制料金に影響を与えるものではな

いと。言い換えれば、不適切事案を生じさせたことにより将来時点の対応費用が発生し、

かつそれを申請原価に織り込んでいる場合のみ規制料金に影響を与えることとなると。 

 あと、不適切事案への対応費用が原価に算入されてないことは確認済みでございまして、

真に必要な費用のみが算入されているか、引き続き厳格かつ丁寧に審査を行っていきたい

と思いますし、また顧客情報の不適切な閲覧については、報告徴収、立入検査による調査

を実施した結果を踏まえて、経済産業省として厳正に対処していくものと承知しています

し、カルテルについても公正取引委員会の処分が出された場合、経済産業省としても適切

に対応していくものと承知しています。 

 あと規制料金の乗り換えの問題につきましては、規制料金が相対的に安価となったこと

によるものであるというふうに一定程度考えられるところでございます。 

 最後、７．その他のところでございますが、激変緩和あるいは消費者への負担軽減、さ

らには、次のページへ行きまして原子力発電に関する安全性確保、再エネ賦課金の消費者

の理解に関すること、電源構成の多様化、経過措置料金、燃調制度上限の消費者保護の観

点から今後の在り方といったところについては、51ページ目でございますが、さらに電力

の安定供給、デリジェンスと料金上昇の抑制の両立、あとはデマンドレスポンス等々につ

きましては、事務局から資源エネルギー庁に、御指摘を共有し、また後日、回答させてい

ただくきたいと思いますし、また規制料金については、引き続き厳格かつ丁寧に審査を行

っていきたいと考えているところでございます。というのが料金制度専門会合としての考

え方の案でございます。 

 御説明は以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございました。 

 今、御説明いただいたとおりですけれども、本日は、事務局の回答案ということで御説

明いただきました。この回答案について皆さんに御審議を頂きたいというふうに思います。

本日、御発言があればもちろん伺いますけれども、また再度議論して、それで内容を固め

ていきたいというふうに思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。今日は、

Teamsの手挙げ機能を使って発言したい旨をこちらまでお知らせをいただきたいというふ

うに思いますが、どなたかいらっしゃいますでしょうか。 

 消費者庁から補足的な御説明という理解でよろしいですか。それでは、よろしくお願い

いたします。 



 

 

- 9 - 

○片岡オブザーバー  消費者庁でございます。消費者庁の政策立案総括審議官をしてお

ります片岡といいます。よろしくお願いいたします。今回御発言の機会を頂きまして、あ

りがとうございます。また、事務局から消費者庁と消費者委員会の意見についてのたたき

台の御回答というのを提示いただきました。 

 まず、誤解されている、あるいはきちんと理解をされていない方もおられるかもしれま

せんけれども、消費者委員会、実は消費者庁とは別組織の機関でございまして、消費者委

員会は独立した委員会で、内閣府の下にあるということでございます。今回、消費者庁と

して意見を申し上げたいと思います。 

 たくさんの項目を説明いただきましたけれども、繰り返しになるかもしれませんけれど

も、１つ申し上げたいのは42ページです。電力会社の不適切事案関連、これは河野大臣か

らも繰り返し発言・発信をしておりますけれども、ここは我々、実はトッププライオリテ

ィーの検討項目だというふうに考えております。このたたき台の御回答を見させていただ

きましたけれども、多少失礼な言い方になるかもしれませんが、検証しないという結論あ

りきで、そのための理由を後から考えているのかなという、若干そういう印象も受けざる

を得ないかなというふうに感じております。その意味でこのままの状況であると、協議を

受ける消費者庁としては、協議を受けることができないということになりかねないという

点を危惧しております。 

 何を検証すべきかと、そういうことになるんだろうと思いますけれども、そこはむしろ

専門的な御知見をお持ちの専門会合の皆様にぜひ御議論・御検討いただきたいというふう

に考えておりますけれども、実は消費者庁の有識者としてアドバイザーが８名おりますけ

れども、この８名のアドバイザーからは、電事法上の認可要件となっています、能率的な

経営における適正な原価に適正な利潤を加えたものとなっているかどうかという点です。

まさに不適切な事案があったということで、能率的な経営だったと言えるのかどうか、あ

るいは能率的な経営であると言えるのかどうかという点について、残念ながら非常に大い

なる疑義が生じているという声が異口同音に上がっているという状況になっています。 

 その意味で能率的な経営であったか否か、あるか否かについては、恐らくこの専門会合

のマンデートの範囲内であろうというふうに考えておりますけれども、我々としては、こ

こについての検証がされない限りは審査の前提が満たされないということになるのではな

いかというふうに考えている点を、まずは御理解・御認識いただきたいなというふうに思

っております。 
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 自由な競争環境が阻害されていた、疑義が生じているということで、そういうことがな

ければどういうことになっていたのかということを検証いただくということかなと思って

います。皆様のほうが専門的知識をお持ちですので、あえて何を検証するのかということ

については申し上げませんけれども、一例だけ申し上げると、不正閲覧の事案に関して言

うと、例えば新電力はかなり被害を被っているという声が上がってきているということで

はありますけれども、それぞれの電力会社さんの管内でどれだけの新電力さんのそういう

声が上がってきているのか。あるいは新電力さんの契約数、あるいは自由化料金の契約数、

規制料金の契約数がどう推移してきていたのかとか、恐らく不公正な競争環境にあったと

いうことであれば、コスト構造はかなり高止まりしていたということも考えられるわけで、

その分、経営効率化が各年できちんとなされていたのかどうかとか、その辺についてはし

っかり検証していただくということが必要だろうと思っていますし、新電力さんの声も踏

まえて、これはこうだったんですということを御提示いただかないと、我々としては先に

進めないというふうに考えているというところでございます。 

 ついでに申し上げると、事務局さんからも現行原価の増額についてしっかり検証してい

くというお話がありましたけれども、我々、実はこういう事案があったということからす

ると、そもそも現行の原価のところについて、本当にそれが妥当だったのかということに

ついても疑義を持たざるを得ないというふうに考えているということもございます。そう

いう意味で、そこをどこまで検証するのかという問題はもちろんありますけれども、そう

いう目で見るべきだということを申し上げておきたいなというふうに思っています。 

 それから、カルテルの事案はまだ調査案件、継続中ということですのでなかなか難しい

面もあるかもしれませんが、中国電力さんになりますかね、少なくとも管内での高圧・特

別高圧のシェアはどう推移していたのか、それによってはコスト構造が高止まりしていた

のではないかということで、全体の電力市場に公正な、コスト構造が高止まりするという

意味での経営効率化は進んでいないという面があるのかなという気もいたします。そうい

う意味では、そこをしっかり検証していただくということかなと思っていますし、その上

で影響はないということであれば、そういうことだろうと思います。あるいは影響がある

可能性があったということであれば、それはどうフィックスしていくのかという議論にな

っていくということだろうと思っていますので、そういう意味ではまさに審査の前提にな

るのではないかというふうに考えているというところでございます。 

 恐らくこの委員会のマンデートではありませんけれども、不正閲覧についての再発防止
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策はどうするかという議論についても、恐らく実際この電力市場にどういう影響があった

かということを検証しないで再発防止策を考えるということはできないだろうというふう

に思っています。システムの政治的な分割みたいな話も出ているように聞いておりますけ

れども、実際一部の電力会社さんでは、システム分割をされていた上でこういうことが起

きているということもございましたので、果たしてそれで本当に十分なのかどうかという

ことも含めて、そこは大臣がフルパッケージで議論ということを申し上げておりますけれ

ども、そういう意味も含めて検証作業は非常に大事だろうなというふうに思っているとい

うことでございます。燃料費関係の再算定の期間が一応できているということでございま

すので、ぜひこの点はしっかり検証していただいて、御議論いただければなというふうに

思っています。 

 以上です。ありがとうございます。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 それでは、今、追加的な御説明を頂きました。それを含めて皆さんに御意見を頂きたい

と思いますが、いかがでございましょう。どなたかいらっしゃいますでしょうか。 

 川合委員の手が挙がりました。川合委員、どうぞ御発言ください。 

○川合委員  発言いたします。消費者庁及び消費者委員会からの意見、拝見しておりま

す。ここの中で事務局のほうでまとめた関係のペーパーがございますので、ちょっとまと

め方がどうなっているのかという問題はありますが、その20ページのところからまず話を

させてください。 

 しばしば消費者庁等がおっしゃられるところですが、すぐに事業者間で横展開みたいな

話をされるんですが、この横展開というのは、大前提として電力会社は今やどの会社も相

互に競争事業者になります。競争事業者間で、こういう簡単に横展開ということを軽々し

く言わないでいただきたいと思います。こういうことをおっしゃる方々は──私、競争法

のほうを専門にしていますが、こういう形で事業者間で情報交換をするということ自体が

カルテルにつながりかねないというところもありますので、この辺はいろいろな条件、法

律を守りながらということが大前提になるということは、まずは指摘しておきたいと思い

ます。 

 それから、今、カルテル問題のお話がございました。これ自体は非常にけしからぬ話で

はあるのですが、今のところまだ処分は出ていないということは、先ほど審議官がおっし

ゃっていたとおりです。ただ、間もなく出るのだろうと思いますと。今回の場合、今回、
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値上げ申請している中では１社だけが関与しているというふうに報道はされていますが、

おっしゃるとおり、こういうカルテルがあったために、その結果、当該社は、より効率化

な経営をしないで済んだ、その結果、当該社は、競争があればコストはもっと本来は削減

できていたという理屈なんだと思いますが、この金額を定量化するということは極めて難

しいのだろうとは思っています。 

 ただ、そこができたとしても、カルテルをした結果として浮いたコスト分は、実際にど

こで使っていたのかというと、今回対象となった西日本以外での、例えば東京・関東地域

で電力を売るための競争、ほかの地域で競争するためにそのコスト削減分を使っていたと

いう可能性もあり、そうすると、コスト削減分は、本当に当該社のコスト削減に使われて

いたとも言えないかもしれないというふうには思います。 

 こうした因果の流れを全て解明するというのは、この委員会がやることなのかというこ

とは、私自身疑問は持っています。ただ、いずれにしても、課徴金とかこれによって損害

を受けていたと思われる特別高圧・高圧のお客様、こちらの方に与えた損害をたとえ当該

電力会社が賠償したとしても、それがこの委員会で検討しているコスト算定の基礎になる

ということは絶対にないということは確実だと思っています。 

 それから不正アクセスの問題です。これについては、私が各社の資料を見ている限り、

問題とされた会社間でかなり違いがあると理解しております。特に会社によっては、非常

に多数回不正アクセスをして、実際に営業サイドがアクセスした新電力の情報を使って自

らの営業に使っていたというようなケースがたくさん見つかっているという会社もありま

すが、他方で、単にアクセスができる状況になっていたに過ぎないが、そうした状況にな

っていたことが問題だったというふうに指摘されている会社もあって、実際に情報を営業

に使っていたかどうかは分からないというケースも多々あるのだのと思っています。 

 したがって、一律にどうだというのはなかなか言いにくいところがあります。その中で、

もちろん、その結果として何らかの形で問題が生じているというときには、立入調査等を

されている訳で、そうした調査の結果に基づいて対応されるんだろうと思っています。い

ずれにしても、調査結果に基づき、何が問題で、これが料金にどういう影響を与えていた

んだということは、きちんと各会社ごとに検証しなければいけないとは思います。 

 ただ、不正アクセスに関して一番問題が多かったとされている会社は今回値上げ申請さ

れてきていないというふうに私は理解していて、そこでの会社の事例を、今回申請者とな

っている他社に全部当てはめて議論をするということはちょっと乱暴な議論かなというふ
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うには思っています。 

 その上で、不正アクセスにより、どういうコストが問題になるんだろうか。もちろん新

電力が被った、即ち自社の顧客が不正に奪われたということで損害を被ったということに

対して損害賠償をしますということを電力会社がした場合には、確かに損害賠償したから

といって、それをコストとして算入されることはない、それが料金の算定の基礎にされる

ことはないというふうに思っています。 

 なお、旧一電が新電力に奪われたお客さんを取り戻すのに、不正アクセスで得た情報を

使ってコストを掛けて営業をしていた、そこで掛けたコストがおかしかったし、それを将

来のコストの算定の基礎にするべきではないというのであれば、それはそれで分からない

主張ではありませんが、冒頭申し上げたように、実際にそういうことをやっていたかどう

かが各社ごとにかなり違うんだろうと思いますので、そこをまた実質的に定量化するとい

うのは極めて難しいとは思いますし、各社ごとにその実態を見ていかなきゃいけないと思

います。 

 時間的な問題もあると思いますけれども、こうした実態は今後解明されていくに従って

検討しなくてはならないと思いますが、ここの場で本当にやることなのかということにつ

いては、私は疑義を持っています。 

 以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 松村委員、どうぞ。 

○松村委員  松村です。不正閲覧などで、情報漏えいなどで新電力が不利な立場になっ

たのは事実だと思います。新電力であればいろいろなコストを掛けなければならなかった

ものが、いわば低コストで顧客対応などができたことはあったと思います。この点は深刻

な問題なので、監視等委員会もエネ庁も深刻に捉えてきちんと対応しなければいけないし、

いろいろな委員会で議論が進んでいると思います。 

 その上で、カルテルも含めてそういうことがあったとすると、そもそも原価が能率的な

経営の結果ではなかったという点に関しては、それはプロに任せるというのは一つの言い

方ではあるのだけれども、若干無責任なのではないかという気がします。どういうルート

でコストが上がったと考えるのかくらいは言っていただけないと、定性的にはともかく、

定量的に測れと言われても、とても困難だと思います。 

 カルテル事案であったとしても、それによって価格が上がり消費者が損害を受けたとい
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うこと、価格が上がるというメカニズムは分かりやすい一方、コストが下がらないメカニ

ズムは、少なくとも普通の初歩的な経済学の理論からすると必ずしも自明には出てこない。

カルテルで価格が高くなろうがなるまいが、コストを下げればその分利益になるのは同じ

構造なので、それによって著しくコスト削減の誘因が下がり、その結果として非効率的だ

ったのではないかという疑いがあるのは事実だと思いますが、じゃどういうルートなのか

を実際に特定することは極めて難しいので、定量的にやるのはすごく難しいことは恐らく

承知の上なのではないかと思います。それでもなおかつ今回の御発言のようなことがあっ

たということは、もう少しちゃんと「これを調べろ」と言っていただけないと、どうやっ

てやったらいいのか、私たちは当惑している。 

 さらに言えば、今回かなり明らかになっていることとは、新電力であったとしたらコス

トが掛かったであろうもの、コストをいわば節約できた、これはもちろんイコールフッテ

ィングという点では極めてよくないことですが、逆にコストが下がっているのではないか

ということが疑われるものが仮にあったとしても、コストが下がっていて、今後はそうい

うことはできなくなるからコストが上がるという見込みで料金原価に入っているとすれば、

そのような不適切事案に対応した結果として原価が上がるようなものについては一切認め

ない。原則からして必ずはじけると思います。 

 そういうような面からして、コストが下がることがあったとしても、その下がったコス

トで審査するということなどからも対応できると思うのですが、具体的に上がるというメ

カニズムをもう少し説明しないで言いっ放しというのは、若干無責任なのではないか。 

 一方で、競争圧力が十分働いていなかったかもしれないという懸念については共有しま

す。ということは、競争圧力が十分あったのだからそもそも効率的なはずだと決めつけて、

ある種効率化は、託送などと比べてもかなり緩い要求しかしないという意見に対して、競

争メカニズムが必ずしも働いていたことを前提として緩くしてはいけないと考えます。 

 したがって、今後議論する効率化、今日も議論すると思いますが、効率化に対する査定

については、事業者のほうも厳しいものがあることは覚悟していると思いますし、それは

まさに消費者庁から御指摘いただいた不適切な事案があったことを念頭に置いた議論だと

思います。そのような形で対応する以上のことはとても難しいと思っています。 

 以上です。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 次は、圓尾委員、どうぞ御発言ください。 
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○圓尾委員  圓尾です。消費者庁の方がおっしゃった、カルテルによって非効率な経営

になっていると。だから我々、料金の算定というのは原価を積み上げていっているわけで

すけれども、その原価の、例えば単価が高いなり無駄なものを大量に買っているなり、そ

ういう非効率経営があるんじゃないかという御指摘だと思うんです。一般論としてはそう

いうこともあり得るよねということだと思いますけれども、ただ3･11以降の電力各社の経

営状況を見ていただくと、本当にそうだろうかという気はします。 

 つまり、カルテルによって競争を排除して高い料金で維持すると、安い料金で低価格競

争みたいなことにならないようにというのは十分あった話だと思うんですが、一方で、こ

の10年間って電力各社の経営状況って本当にぼろぼろで、利益が出ずに自己資本を食いつ

ぶして、会社によってはかなり危機的なバランスシートになっているわけですよね。にも

かかわらず、競争を排除して料金高止まりすると同時にコストまで、無駄なコストをカッ

トするようなことをせずにコストを高止まりさせる環境にあっただろうかと。全くそんな

ことはないと思います。料金を高止まりさせたとしても、コストは一生懸命下げて、少し

でも利益を出さないとかなり危機的な財務状況になるというのは各社とも見えていますの

で、コストの引下げということに関しては、各社それなりに努力して一生懸命やってこら

れたんじゃないのかなというふうに思っています。 

 ですから、消費者庁の方のおっしゃったことは一般論としてはなるほどと思うんですけ

れども、私、元証券アナリストとして電力各社の経営状況を見ていて、決してコストがジ

ャブジャブな状況をよしとした経営をこの10年間してきたとはとても思えない。ですから、

もしそういうふうに消費者庁の方が思われるんでしたら、前の２人の委員の方もおっしゃ

いましたけれども、どこを見たらそう思えるのか、どのコストに競争排除したことによっ

て大きな無駄が残っているというふうに見えるのかということをぜひ御指摘いただきたい。

そうすると詳しい分析もできると思いますし、そこをきちっと具体的に指摘していただけ

たらなと思います。 

 ですから我々は、各社なりにいろいろな努力をされているんでしょうから、それを横比

較することによって、効率化に取り残された会社はないかとか、ものによっては海外との

比較をしながら、効率化が日本全般に遅れていないかとか、そういったことを確認してい

くんだと思いますけれども、一般論で語るには電力各社の経営状況というのは、ちょっと

状況は違っているんじゃないかというふうに私は認識しています。 

 以上です。 
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○山内座長  ありがとうございます。 

 ほかにいらっしゃいますか。 

 消費者庁から手が挙がりました。どうぞ御発言ください。 

○片岡オブザーバー  ありがとうございます。川合先生、松村先生から御発言いただい

て、定量的な分析は難しいという話でございました。松村先生も、それは分かっていて言

っているんじゃないかというコメントがございましたけれども、我々、全て定量的に数字

を出せと言っているわけではもちろんございません。むしろ考えられるルートを含めて、

こういう影響は起きていたんではないかということをしっかり検証していただくというこ

とが大事なんだろうというふうに思っています。それを消費者庁から出せというふうな、

こういう御意見もございましたけれども、我々は、むしろそれこそ電取委の仕事だろうと

思っていますし、むしろ委員の皆様の専門的な御知見で御議論いただくのがふさわしいの

ではないかというふうに思っております。 

 いずれにしても、そういう疑義が生じているということを踏まえ、どうそれをフィック

スしていくのかというところをしっかり御議論いただく。もしかしたら疑義がないという

結論になるのかもしれませんけれども、そこをどうフィックスしていくかということを議

論いただくということが大事かなと思っています。 

 圓尾委員からも、電力会社の経営は厳しいという話がございました。そうであれば、例

えば厳しい経営状況の中で経営の効率化って本当にどこまでぎりぎりやってきたのかとい

う、恐らく今審査いただいている話なんだろうと思いますけれども、そういうところがし

っかり議論されていくということになるんだろうと思っておりますし、厳しかったからぎ

りぎりやっていますということでは必ずしもないし、その中でどこまで本当にやったんだ

ろうか。それも多分電力会社さんによっても違うんだろうと思いますけれども、そこをし

っかり御議論、見ていただくということではないかなというふうに思っているということ

でございます。 

 すみません、ちょっと補足をさせていただきました。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 ほかに御発言の御希望いらっしゃいますか。 

 河野委員、どうぞ御発言ください。 

○河野委員  河野でございます。今、様々な意見交換を伺っていて、消費者庁様に確認

をさせていただきたいことがございます。お申し出いただいていることに関しまして言う
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と、私も今回の特に電力会社の不適切事案に関しては、非常に企業と消費者との間の信頼

関係を大きく損ねるものであって、現在の料金審査においてもそれがスムーズな進行に関

して大きなネックになっているという自覚がございますし、御指摘の点について検証して

いただきたいという希望を持っております。 

 その上でなんですけれども、この「検証」という言葉は過去に遡ってチェックするとい

うことだというふうに受け止めますと、今希望されていることは、この会議体の中で同時

進行的に要求されているのか、それとも現状の申請内容に沿った形での審査を進めた上で、

改めて検証によって事実を明らかにするといいましょうか、定量的な確認をするという、

どちらを考えていらっしゃるのかを伺いたいと思います。 

 既に採録期間を変更することによって値上げ審査が後ろ倒しになっているということで

す。私たち利用者からすると、値上げが先延ばしになるということはありがたいとは思っ

ておりますけれども、そもそも化石燃料等の高騰に耐え切れずにという、その根本のとこ

ろは分かっているところですので、消費者にとってみると、電気料金の値上げに関しても

関心は高いですが、かつ安定供給というところにも非常に関心が高いところでございます

ので、同時進行で要望されていることをこの専門会合で進めて、全体が確認できた上で改

めてという御要望なのかどうか、時系列的なものに対する確認をさせていただければとい

うふうに思っております。 

 以上です。 

○山内座長  ありがとうございます。 

○片岡オブザーバー  消費者庁ですけど、よろしいでしょうか。 

○山内座長  どうぞ御発言ください。 

○片岡オブザーバー  河野委員、ありがとうございます。タイムラインのお話がござい

ました。我々、実は２つの要素を考えておりまして、１つは先ほど申し上げた定性的な評

価・検証、定量的な検証も一部含むのだろうと思いますけれども、そこも含めて検証いた

だくというのは、まさに審査と並行してやっていただく必要があるだろうというふうに思

っています。 

 ただ、それとは別に恐らく申請原価の要素、原価は一つ一つが妥当なのかどうかという

ことをもし検証していくとすれば、かなりの期間が必要になるだろうというふうに考えて

います。これは実は託送料金のときにも同様な議論がございまして、そこはむしろ、より

長期の話は長期の態勢を整えて検討いただくということは必要だろうと考えていますので、
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そこは両方なんだろうと思っています。この今のプロセスの中で検証していただく部分と、

より長期で検証していただく部分と、この２つがあるんではないかなというふうには考え

ています。ありがとうございます。 

○山内座長  ありがとうございます。河野委員、よろしいでしょうか。 

○河野委員  はい。 

○山内座長  そのほかに御発言の御希望いらっしゃいますか。 

 よろしければ、事務局のほうから何か追加的なコメントございますでしょうか。 

○池田取引監視課長  今、消費者庁の審議官におかれましては、いろいろ御意見等あり

がとうございます。本件につきましては、あくまでも本日たたき台ということでございま

して、また今日いろいろ頂いた御意見を踏まえて次回以降で御議論させていただきたいと

思います。どうもありがとうございました。 

○山内座長  ありがとうございました。 

 よろしいですか。また次回も御議論、あるいは次回までにいろいろお考えを事務局のほ

うにお知らせいただくということもあろうかと思いますので、そういうことで次回のまと

めに向けて御協力を頂ければというふうに思います。ありがとうございました。 

 それでは、議題３に移ります。議題３は「購入・販売電力料について」でございます。

これを事務局から御説明いただいて、その後質疑とさせていただきます。資料５になりま

す。よろしくお願いいたします。 

○東取引制度企画室長  事務局の東でございます。資料５に基づいて、購入・販売電力

料について御説明させていただきます。 

 ２ページ目、本日御議論いただきたい点ということで購入・販売電力料、以前に、少し

前になりますけど、一度５社の全体像について御議論いただきました。その上で、７社の

数字がそろったところでということなんですけれども、燃料費とスポット市場価格の置き

換え、今再算定中ですので、そっちの影響を受ける例えばＦＩＴの買取りですとかスポッ

トからの調達というところについては本日の議題とはせず、直接補正の影響を受けない容

量市場、調整力、非化石市場に関する収入、費用について本日は御議論いただけないかと

いうふうに思っております。概要と論点をお示ししていますので、お示ししている論点と、

さらにそれに加えて検討すべき点はないかという観点で御議論いただければというふうに

考えております。 

 ３ページ目、まず容量市場についてです。 
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 ４ページ目をお願いします。４ページ目に、各社の容量市場に関する収入と支出の概要

というのをお付けしております。下の表のうち上段が容量拠出金、支出のほう、小売とし

て支払う拠出金。下段のほうが容量確保契約金額ということで収入であります。発電事業

者が容量市場で得る収入。基本的には発電事業者が得る収入ということで、それぞれ考え

方と金額をお示ししております。 

 ５ページ目以降、幾つか論点を書いておりまして、まず５ページ目ですが、そもそも容

量拠出金と確保金の取扱いということで、これは以前にも御議論いただきましたけど、一

部事業者でいずれも織り込んでいないと。料金算定規則に明示的に規定されていないです

とか、行って来いになるからということで入れてないという事業者がありまして、ここに

つきましては、前回の御議論で両方原価に含めるべきだろうという御指摘がございました。

これを踏まえて、拠出金のほうは営業費の一つとして、確保金のほうは控除収益の一つと

してそれぞれ織り込むこととしたいということを書かせていただいております。 

 次、６ページ目です。次の論点で、では具体的に各社が拠出金をどういうふうに算定し

ているのかという点であります。非常に細かい点ではあるんですけれども、基本的には広

域機関が示している拠出金の算定方法というのがございます。次ページ以降に参考で付け

ていますが、基本的には全国で、必要なコストをざっくり申し上げるとkWで按分して負担

するという考えになっています。その際に計算方法として、前年度のピーク時のkWを基礎

として割り振るとなっていまして、ここの算定方法が少し会社によって異なるところが違

いましたので、そこは広域機関の示している方法にそろえて算定すべきではないかという

ことを１ポツと２ポツで書いています。 

 また、３ポツ目ですけれども、四国電力については、エリア別で計算するルールになっ

ているんですけれども全国大で計算しているんですが、これはそっちのほうが数字が小さ

くなるからということで、ここについてはあえて補正を求めなくていいのではないかとい

うことを書いております。 

 ７ページ目ですが、北陸電力については、費用が発生するタイミングと実際に請求され

るタイミングということで少し計上する時期がずれて計上されているということで、これ

については、実際に請求が発生する、つまり当該年度分は全部織り込むというふうに補正

するべきではないかと。これは後ろで、容量市場収入のほうでも同じように期ずれしたよ

うな入れ方をしているんですけれども、そことセットで補正すべきではないかということ

を書いております。 
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 10ページ目です。容量市場、本来は確保金、収入のほうの算定が適切かという論点であ

りまして、基本的にはこれは広域機関と各社で契約を結んでいますので、契約書に従って

数字が入っているかということでありまして、多くの会社においては、契約額そのものか、

契約額からその後退出した電源とかについて適切に控除しているということを確認いたし

ました。ですので、特段問題はないと思っていますが、先ほど申し上げた北陸電力につい

ては、期ずれで計上されている部分を補正するべきではないかということを書かせていた

だいております。 

 11ページ目です。今まで申し上げたのは各社の容量市場収入と支出の扱いなんですけれ

ども、それに加えて、相対取引において容量市場収入をどう控除するかという論点につい

て書かせていただいています。具体的には、例えばなんですけれども購入のケースですと、

他社から買う際に容量市場収入を控除しているのかしていないのかということであります。

これはkW価値がもともとの契約の中に入っている場合には、それを控除しないと二重取り

になってしまう。現実の問題として二重取りになってしまうということが起きてしまうの

で、資源エネルギー庁のほうで、そもそも既存契約というのはそういう重複を解消するた

めに見直してくださいというガイドラインが出ていまして、当事者間がしっかり協議した

上で、容量市場収入の扱いというのはなるべく重複がないように見直してくださいねとい

うことがガイドラインで定められております。 

 他方で、各社によりますと必ずしもまだ24年度、25年度の相対契約について見直し協議

が行われていないといったこともありまして、申請上の扱いが各社によって異なっていま

す。具体的には、相対購入は、申請各社が買ってくる分について基本的に全部控除してい

るという会社もあれば、既に合意した分だけは控除している、あるいはそもそも控除して

いないというふうに事業者ごとで考え方が違っていると。逆に売るほうについても、控除

の考え方がそれぞれ異なっているという状況でありまして、こういう中でどういうふうに

控除を考えるのが適切かという点を論点として書いております。 

 13ページ目ですが、具体的に控除するとする場合にどう算定するかということで、まず

購入のほうなんですけれども、購入のほうについては、控除が不十分だと、控除が仮に本

来あるべきよりも小さい場合には、購入電力料が大きくなって料金負担が大きくなるとい

う関係になります。一方で買手である申請事業者、例えばの例で言うと、電源開発から申

請者が電気を買っていますという場合に、その相手の電源が容量市場で落札されている電

源なのかとか、幾らもらっている電源なのかというのは必ずしも正確に算定できませんと
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いう問題がございます。 

 ですので、最後のポツですが、料金審査上は既にちゃんと協議を終えて契約に反映され

ている分は目いっぱいそれは反映するとともに、まだ協議を終えてない部分については、

一定の仮定を置いた上で控除額をしっかり算定することとしてはどうかということを書い

ております。 

 14ページ目、今度は販売のほうですけれども、販売のほうについては、今度逆に申請各

社が持っている電源について販売する際に、kW価値分について容量市場収入分を控除して

いるかという論点ですけれども、ここについては、自社の電源の状況については当然自社

でよく分かっているので、必要な控除額は申請に織り込まれているんだろうと考えており

まして、そうだとすると料金審査上、それが過大に引き過ぎていないか。今度は販売額が

小さくなると料金が上がってしまうので、容量市場収入と比べて過大に織り込んでいない

かという点を確認すべきではないかということを書かせていただいております。 

 以上が容量市場に関する論点でございます。 

 次に、16ページ目以降、調整力ですが、調整力につきましては、これも前回会合で、発

電側が調整力を提供することによって上がる利益が控除収益として発生するということで、

これをどう織り込むべきかという点を御議論いただきました。その際に、託送料金の中で

調整力を調達する費用というのは織り込まれていて、それと大きく乖離するとおかしいと

いうこと。ただ一方で、エリアごとにずれは、入り繰りはあり得るといった御意見を頂い

たところでございます。 

 ３ポツ目ですが、大きな考え方としてはまさに今申し上げた２つ、託送に入っている調

達費用というのと、発電側が調整力を提供することで得る収入が整合的な形で小売料金か

らちゃんと差し引かれているかというのを考える必要があるんだろうと思っていまして、

では具体的にそこはどう計算したらいいのかという点について御議論いただきたいという

ふうに考えております。ちょっとテクニカルな話になるので恐縮なんですけれども、そこ

について御確認いただければと思っております。 

 18ページ目に、託送側で入っているコストと今回小売側で入っている控除分という数字

をお示ししております。会社ごとにばらつきはあるんですけれども、総じて今回の料金算

定に入っている収入が託送に入っているコストよりも小さくなっているということであり

まして、ここのギャップの部分をどう考えていくかというところが論点かと考えておりま

す。 
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 19ページ目ですけれども、具体的に調整力と一口に言っても、考えなければいけないの

は需給調整市場で一次から三次①と、それから三次②。足元ではまだ調整力公募も行って

いますし、ブラックスタート電源公募も行われていますので、そこの数字というふうに少

し分解して御議論いただきたいというふうに思っております。 

 20ページ目ですが、まず大きなフレームとして、どういうふうに先ほどの託送側で入っ

ている費用と小売側に入っている収入というのを考えるかというときに、まず今調整力、

特に電源１の大宗は旧一電が供出しているということもあって、全国大で見ると、まず新

電力との入り繰りは考慮せずに、旧一電の調整力の収入の合計が託送に織り込まれる一送

の調整力費用の合計とほぼほぼ整合的な金額になるという考え方でいいのではないかと思

っております。 

 他方で、２ポツですが、先ほど申し上げたように、エリアごとに見ると入り繰りがあっ

てしかるべきだろうというふうにも思っています。この２つ目の点について、エリア間の

入り繰りを考慮するのか、考慮しないのかという点をまず考えないといけないと思ってい

まして、原理原則といいますか、より正確な料金原価の算定ということで考えると、入り

繰りは本来考慮すべきなんだと思うんですけれども、ただエリア外からたくさん調達して

いる場合、特定のエリアの一送がエリア外からたくさん調達している場合には、そのエリ

アの発電事業者が果たしてその量を全部売っていると考えるのが適切かというのはあるん

ですけれども、一方で現実的には、多くの商品はまだ取引が開始されていなくて、どれぐ

らいエリアを越えて広域調達が行われるかという合理的な指標を採るのが難しいのではな

いかというふうに考えておりまして、現実的に今計算するということを考えますと、案２

とここで書いていますが、入り繰りはこの際考慮せずに、そういった割り切りで算定を進

めるしかないのかなというふうに思っております。 

 注釈に書いていますが、今既に動いているのは三次①ということになるんですけれども、

三次①については、そういう意味ですと入り繰りはあるわけですが、一次から二次につい

てはまだそれがどれぐらい生じるかが分からない中で、なかなか計算ができないというこ

とかなというふうに思ってございます。果たしてこういう考え方でいいのかというところ

が御議論いただきたい点の１つでございます。 

 21ページ目は、その入り繰りのイメージを具体的に数量的に書いています。詳細は割愛

させていただきますけど、先ほど申し上げたように、実際には、現実問題としては必ずし

も調整力を１つのエリアの中で調達するわけではないわけですが、事務局が御提示してい
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る案は、そこは少し捨象して計算せざるを得ないんではないかということでございます。 

 次に22ページ目で、今度、その調整力収入を考えるときに、いわゆるΔkW収入とkWh収

入というのを分けて考える必要があるというふうに思っております。 

 23ページ目ですが、これはΔkW収入の考え方ということでありまして、ΔkW収入、調整

力として供出する場合が出てくるわけですが、中身をガイドラインに従って因数分解する

と、逸失利益または機会費用と言われるものと固定費回収のための合理的な額という２つ

の成分に因数分解されます。このうち固定費回収のための合理的な額というものについて

は、まさに調整力として提供したときに、ある意味料金算定上、真水で発生する収益だと

思っていまして、控除収益として控除すべきではないかということを書いております。 

 一方で機会費用あるいは逸失利益については、結論としては行って来いになると思って

いまして、料金算定上、ここを控除収益として織り込む必要はないのではないかというふ

うに考えています。具体的には、例えば機会費用のケースですと、分かりやすいのは起動

費の場合ですが、起動費は料金原価上、調整力の起動のための燃料費というのは織り込ん

でいませんので、仮に約定したというか、現にΔkW価値が発生したとしても、そのうちの

起動費部分についてはそれに見合いのコストが発生するということで、収支としてはニュ

ートラルになる。よってもって控除収益としての織り込みは不要ではないかと考えており

ます。 

 逸失利益につきましても基本的には同じ考え方なんですが、前提として逸失利益のほう

については、ΔkWとして供出する場合と、ΔkWとしては供出せずにスポットで売る場合に

ついて利益がニュートラルになるというふうに考えております。ですので、これは取引所

取引のマッチングのところで全部の電源をちゃんと市場で取引する前提で算定している場

合には、控除収益としてアディショナルに織り込む必要はないだろうと思っています。 

 一方で、マッチングの際に仮に需給調整市場に供出する分というのはよけて計算してい

た場合については、この場合にはそこの控除収益としての織り込みが発生する可能性があ

ると思っていまして、こうした事業者がある場合には、そこについてはマッチングを再算

定した上で査定を行う必要があるんだろうというふうに考えております。 

 24ページ目、25ページ目、26ページ目は、今申し上げたそれぞれの場合にニュートラル

になるんですという御説明をしていまして、時間の関係で詳細の説明は割愛させていただ

きますが、先ほど申し上げたように、趣旨としては、基本的には行って来いになるという

ことを書いてございます。 
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 28ページ目でございます。今度はkWh収入の取扱いということで、kWhにつきましてもガ

イドラインに基づいて限界費用と固定費回収のための額を積んでいいということになって

いまして、こちらも似たような考え方なんですけれども、固定費回収のための額というの

は、控除収入として織り込みが必要だろうというふうに思っています。限界費用のほうに

ついては、これも同じように相当額、つまり燃料費相当額が発生するということになるの

で行って来いになって、こちらは控除収入として織り込む必要はないんだろうというふう

に考えてございます。 

 29ページ目ですが、三次調整力②のΔkW収入の織り込みの考え方ということでございま

す。なぜ三次②を分けて書いているかといいますと、三次②については再エネ予測誤差に

対応する調整力ということで、ＦＩＴ賦課金で回収するということになっておりまして、

三次①までは託送回収なので託送に織り込まれている費用との比較を行っているわけです

が、三次②については別途考えないといけない。託送との比較では出てこないということ

になりますので、ここで別途考えるに当たってどう計算するのが適切かというのをお示し

しております。 

 30ページ目ですが、三次②については制度見直しの議論の際に、2022年１年間で掛かっ

た費用の実績値と制度見直し後の試算値というデータが最新のものとしては公表されてお

ります。23年度以降の調達費用について、現時点で適切に見積もるというのはなかなか難

しいので、ここも一定の割り切りですが、原価算定上はこの見積額、22年における費用と

いうのを３年間横置きにするという形で計算してはどうかということを書かせていただい

ています。 

 その際、こちらも一口にΔkW収入と言っても、因数分解すると先ほどと同じように固定

費回収のための額というのと機会費用または逸出利益という成分に分解されまして、ここ

の処理の仕方については先ほどと同じ考え方で、固定費回収のための額というのは控除収

益として織り込むべき、他方で、機会費用及び逸失利益というのは織り込む必要はないと

いうふうに考えてはどうかというふうに考えております。また、容量市場収入側に発生す

ることを踏まえて、容量市場からの収入分は控除することとしてはどうかと書いておりま

す。 

 ちょっと蛇足というか、先ほどのところに戻るんですけど、容量市場収入の論点が託送

のほう、一次から三次①で登場してなかったのは、もともと託送料金に含まれている金額

がもう既に容量市場からの収入を控除したものとなっておりますので、そちらではこの論
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点では出てこないということになってございます。 

 調整力の最後ですが、32ページ、論点３として調整力公募とブラックスタート機能公募

の取扱いということでございます。こちらについてはそれぞれ落札結果が既に確定してい

ると。申請後に確定した会社も幾つかあるんですけれども、現時点では既に金額が確定し

ていますので、その確定した数字をもって査定することとしてはどうかということを書い

てございます。 

 最後、非化石市場のパートで33ページ以降です。 

 34ページに、まず各社の申請概要というのを書いております。各社のそれぞれの申請額

と、この場合にはいわゆる非化石証書の購入の前提として、中間目標値の算定というのが

大きなファクターなんですけれども、この考え方が各社ごとに少しずつ異なっているとい

うことで、その算定根拠と申請額をここではお示ししております。 

 35ページ以降、大きく幾つかに分けて論点を書いていますが、まず１つは、2023年度か

ら５年度の原価算定期間の中間目標値をどう考えるかですけれども、まず23年度について

は１月末に、つまり申請の後、本年１月末に資源エネルギー庁の審議会で計算方法という

のが具体的に示されたので、今パブコメが終わったところでまだ案が取れてはいないんで

すけれども、基本的にはそこで示された考え方を使って計算することとしてはどうかと。

もともと目標値は、制度的に考え方が示されてない中で各社が各々想定を置いて織り込ん

できていたわけですけれども、今は大きな考え方が示されているので、それに従って計算

するというのが妥当ではないかということを書いております。 

 最後のポツですが、その際に申請値が高くなることも想定されますが、これは具体的に

は激変緩和措置とかの減少とか需給バランスの見直しとかによって数字が高くなることも

想定されるんですけれども、これは制度に基づく変更ですので、この際、ここは認めるこ

ととしてはどうかということを書いてございます。 

 38ページ目、次の論点として24、25年度の目標値をどう置くかということです。先ほど

23年度の計算方法は示されたということと、実際には大きな考え方は３年分示されている

んですけれども、各年度の具体的な数字を出すためには供給側の数字とかが決まってこな

いと決まらないものですから、まだ24、25の中間目標値というのは現時点では確定的には

出ないということになっています。 

 こうした中で、そもそも各社、基本的には足元の目標値から2030年度44％という高度化

法の目標に向けて、真っ直ぐ、リニアに等差で目標値を高くするという想定を置いている
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会社がほとんどでございます。これをどう考えるか。同じように23年度から等差でピッと

真っ直ぐ線を引くのがいいのかという点なんですけれども、ここにつきましては、先ほど

申し上げたエネ庁のほうで示された今後３年間の考え方という中で、中間目標値を計算す

るに当たっての大きな要素であるグランドファザリング、需給バランスという、ある意味

政策的に決まるファクターについては３年間横置きをしますという考え方が示されており

ます。その考え方があるということに加えて、等差で中間値を高めていくような想定をす

ると料金を過大に織り込んでしまうおそれがあるというふうに考えておりまして、そうし

たことを考えると、24年度、25年度も結論としては23年度と同じ数字で置くということに

してはどうかということを書いてございます。 

 39ページ目にそのイメージを描いていまして、曲線と直線の差を描いているということ

であります。 

 42ページ目ですが、もう一つ個別の論点として内部取引量の織り込みということであり

まして、各社の中で東電ＥＰだけなんですが、内部取引量というのを織り込んでいない結

果、全量外部調達としてコストとして織り込んでおりまして、この点については内部取引

を織り込んではどうかということであります。 

 43ページですが、これは調達先と調達価格について、ここについてはいずれも既存契約

と市場取引を合理的に織り込んでいるということを確認したということでございます。 

 長くなりましたが、事務局からは以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございました。 

 それでは、購入・販売電力料についてでございまして、論点を明確に指摘いただきまし

たので、皆さんから御意見いただきたいというふうに思いますが、挙手機能でお願いいた

します。どなたかいらっしゃいますか。 

 安念委員、どうぞ。 

○安念委員  細かいとこで恐縮ですが、ちょっと文字どおり教えていただきたいことが

あるんです。最後のところですが、東電ＥＰについて内部取引を取り入れてはどうかとい

うような御趣旨の御説明があったと思いますが、もうちょっと詳しく御説明を頂けません

でしょうか。具体的にどういうことを意味するのでしょうか。最後から２～３ページ目の

ところでしたが。 

○東取引制度企画室長  ありがとうございます。これはそもそも非化石証書を買うに当

たって、社内であったりグループ内で非化石価値が取引されている、もともとの契約にそ
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ういうのが織り込まれている場合には、外部調達料からそれを控除する。要すれば、外か

ら買わないといけない分を過大に織り込んでいるんじゃないでしょうかということで、グ

ループ内で調達できる分についてはグループ内で持っているとみなして、そこについては

控除して、外から買う分というのはもっと減らすべきじゃないかということを書いてござ

います。 

○安念委員  ＥＰの場合だと、ＲＰからも買うはずだからという、そういう話になると

いうことですか。 

○東取引制度企画室長  おっしゃるとおりです。 

○安念委員  分かりました。ありがとうございます。 

○山内座長  よろしいですか。 

 それでは、ほかの方で御発言御希望いらっしゃいますか。かなり細かい点で、どういう

ふうに判断するかということですけど、松村委員どうぞ。 

○松村委員  松村です。まず、大きな枠組みのところで少し分からなくなってしまった

ので、念のために確認させていただきたい。今回の議題ではないことは十分分かっていま

すが、確認させてください。 

 容量市場の議論を聞いていて、私はちょっと不安になってきた。もともとどれだけ電気

を調達しなければいけなくて、どれだけ外販するかを考えるときに、実際には自社の小売

に売らないで外に売り、それで足りなくなった部分は自社が発電できるにもかかわらず市

場から買ってくることが現実にはあり得るということはわかります。しかし、そういうこ

とをして恣意的に外に売る価格が低いと勝手に見積もって、外から買ってくる価格が高い

と見積もると原価を押し上げてしまう。そうではなくて、本来、外に売るとしても、市場

で売れる価格に対応するようなもので本来は売れるはずだと考えると、ある種のネッティ

ングと言うと変ですが、とりあえず現実にどうなるかは別として、自社で発電した部分は

自社に売り、余った分は外に売り、足りない分は外から買ってくると算定しても、本質的

には同じ、理論的には同じ原価になるはず。 

 したがって、そのような発想で市場と突き合わせるという整理になっていたと思い込ん

でいました。そうすると、容量市場で容量拠出金の部分が相対契約の部分から控除される

とかという議論が出てき得るのは、もともと市場で売却することを考える、スポットマー

ケットで売ることを考えるのであれば、そういうことを議論する余地はないので、そうい

うものが出てくるというのはかなり限定的なもの。つまり１年超の長期契約で期限が算定
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期間の中で出てこないもの、そういうかなり限定的なものだけが今回の議論の対象だと思

い込んでいた。１年超の相対契約の場合、例えば電発から買うだとか、あるいは他の旧一

般電気事業者から長期契約で買っていることは、それなりにあるのは認識しているのだけ

れども、外に売るほうに関しては、旧一般電気事業者向けのものを除けば、１年超のもの

は相当に限定的だと理解しています。 

 したがって、今回のような議論は出てき得るのだけれども、相当限定的だと思っていま

した。ところが今日の議論を聞いていて、ひょっとしてスポットマーケットとの突き合わ

せをして全体の控除収益を計算するときに、もう相対契約で売る部分は除き、あるいは短

期、長期でない相対契約で買ってくる部分を加えるとかという、何か変なことをしている

のではないか。さっきのネッティングというようなことに反することしていないかちょっ

と心配になってきました。仮に外へ売る部分は別建てで考えるというのは構わないと思い

ますが、これから再計算する市場との突き合わせを考えるときに、市場との突き合わせを

したときのほうが原価より低くなるとすれば、そちらを採用すべきだと思います。この点

については念のために確認させてください。相対契約で売るつもりだとか、実際１年を越

えない短期の契約で売っているとかというものはむやみに入ってないですよね、というこ

とは、念のために確認させてください。 

 次に、長期のものであれば買ってくるということがあり、それで容量市場からの収入の

部分というのは調整するというのがガイドラインで定められているというようなこと。契

約が締結された、長期契約でなおかつそのガイドラインに従って改定されたというものは

それを使えばよいというのが原則だというのは、だからそうでないものは、想定を置いて

というようなものについては、外から買ってくるものについてはその分引かれるというの

が原則だと認識しています。もしそうでないものをするつもりだとすれば、その点は明確

に教えてください。しつこいようですが、外に売るものに関しては、対象は相当限定的だ

ということを念のために再度確認させてください。 

 次に、調整力市場に関してですが、事務局の整理は全くもっともだと思います。機会費

用、普通の経済学的な意味で言う機会費用に対応するものは、基本的に今言った市場との

付き合わせをしていくことによって、機会費用部分は控除収益としてどのみち反映される

わけなのだから行って来いになって、ここで特に考えなくても同じになるはずだという事

務局の整理は全くそのとおりだと思います。 

 １点よく分からなかった点があるので、その点は確認させてください。先ほどの事務局
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の説明では、起動費は原価にそもそも入っていないので、起動費で入ってきたとすれば、

その分は行って来いになるわけなので、依存しないというのは本当に正しいことをきちん

と確認してください。つまり原価に入っている起動費の中には、本当に文字どおりkWhを

供給するためだけの起動費しか入ってなくて、燃料費を計算するときには、どれくらい燃

料費が必要かというのを計算するときには恐らく起動費は入っていると思うんですが、起

動に係る燃料費は入っていると思うのですけれども、それは厳格に調整力市場に出す分の

起動費は除かれていることはちゃんと確認してください。そうでなければ今の説明とイン

コンシステントになります。 

 もし除かれていないのだとすれば、先ほどの事務局の整理では駄目だということになる

ので、起動費相当の部分も控除するということを考えていただければと思いました。 

 最後に、先ほどのラウンドで言うべきことだったのかもしれませんが、既に締結されて

いたもの、容量市場の関係で既に締結されているもの、あるいはこれからのものは合理的

な見積りをするときに、いろいろなやり方があり得るというのはわかります。しかし消費

者庁から懸念が出されたとおり、競争メカニズムがちゃんと働いていないのではないかと

いう懸念がある中で、なれ合いで、本来は控除して安くすべきものがちゃんと安くなって

いないのに締結されたというようなことがあったときに、本当にそれをそのまま認めても

よいかということは議論になり得ると思いますので、適切に控除されていないけれども契

約は結ばれたというものがあったとすれば、それは注意してみてください。 

 それに関しては、例えば先ほどの競争がうまく働いていないから、だからそれが原因だ

ということで完全にルートを確定し、それで検証した上で出すというと、ほぼそのハード

ルは高過ぎて確定することはできないと思いますが、そのような疑いがあるということは

事実だと思いますので、そのようなときに判断に迷うことがあったら、競争が働いていな

い結果として緩くなっているかもしれないことを十分考えて厳しく査定することは当然あ

り得ると思います。 

 逆に言えば、消費者庁に対する対応に関してきっちり検証し、効果が証明できたものだ

けで対応しろと言われれば、ほぼ無理ということになってしまうのかもしれませんが、そ

のような疑いがあることをきちんと頭に入れながら一つの一つのことを見ていくことに関

しては、御指摘もっともだと思いますので、この件に限らずそういうことを考えていくべ

きだと思います。 

 以上です。 
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○山内座長  ほかにいらっしゃいますか。ちょっと問題があれなので、今お答えできる

ところがあればお願いします。 

○東取引制度企画室長  ありがとうございました。１点目の売る側、容量市場の控除に

ついて売る側は限定的ですよねという御指摘なんですけれども、売る側についてここから

何かアディショナルに控除を織り込んでほしいということではなくて、まさに過大になっ

ていないかというのを見るということだと思っています。１点だけ申し上げれば、１年超

だけでもなくて、23年度について既に──23年度は関係ないですね、失礼しました、23年

度の販売確定分はあるんですと申し上げようと思ったんですが、24年度以降の話なので失

礼しました。おっしゃるとおり、論理的には長期だということになるんだと思います。 

 それから、購入のほうについて一定の仮定というのがどういう趣旨かということですけ

れども、これもおっしゃっていただいたとおり、控除が過少になっていないかという観点

から、例えば契約済みの分しか引いてない事業者について、まだ契約を見直していなくて

も、そこの部分についても何らかちゃんと控除というのを考えないといけないという趣旨

で書いていまして、そういう意味でこれも購入額が過大になっていない、あるいはそこの

控除が過少になっていないように検討し直すべきだという趣旨でございます。 

 起動費についての御指摘はごもっともですので、そこにつきまして本当に調整力分の起

動費だけが除かれているのかという点は確認したいと思いますし、最後の御指摘の点につ

いても、既契約だからといって見ないということではなくて、きちんと確認すべしという

ことだと思いますので、そこはしっかり対応したいというふうに思います。 

 以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 ほかに御質問・御意見。 

 北海道電力から追加ですか、御説明ということですか。どうぞ。 

○上野オブザーバー  北海道電力の上野でございます。需給調整市場収益の配分方法に

つきましての意見なのですが、発言させていただいてよろしいでしょうか。 

○山内座長  どうぞ発言ください。 

○上野オブザーバー  当社の需給調整市場収益につきましては、申請時点の需給バラン

スを踏まえまして、供給力に活用する電源の固定費は小売料金から、そして調整力として

期待する電源の固定費は需給調整市場から回収すべきとの考え方の下、反映しております。

今回、一次から三次調整力の①について、お客様の過大な御負担を避ける観点から、ネッ
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トワーク託送料金原価への織り込み額を基本とする事務局方針が示されてございます。 

 一方、三次調整力の②ですが、こちらにつきましては2022年１月から12月の実績を基に

算定する方針が示されてございますが、一次から三次の調整力の①につきましては、ネッ

トワーク託送料金原価で2021年度実績を基に算定されているということで、根拠とする観

測期間が整合してございません。 

 この点に関しましては、電力需給調整力取引所が公開しております2022年度の上期取引

実績がございますが、こちらによりますと三次調整力の①の約定率が低い状況となってお

りますため、その分、三次調整力②の固定費回収額が増加している可能性があるかと思っ

てございます。このため、固定費回収額が重複した計上にならないように御配慮いただき

たいと考えてございます。 

 私からは以上となります。御検討のほどよろしくお願いいたします。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 ほかに御発言御希望いらっしゃいますか。 

 今の点についていかがですか。 

○東取引制度企画室長  ありがとうございます。御指摘を踏まえて検討いたします。 

○山内座長  それでは、東京電力エナジーパートナーから手が挙がりましたので、御発

言いただきます。どうぞ。 

○大風オブザーバー  東京電力エナジーパートナーの大風でございます。非化石証書購

入費用に関して意見をしたいんですけど、よろしいでしょうか。 

○山内座長  どうぞ。 

○大風オブザーバー  今回、事務局から2023年度の中間目標値については、「第十次中

間とりまとめ（案）」において示された算定方法に基づいて査定する方式が示され、第２

フェーズの在り方として一定の方向性は示されたものと考えており、こちらも次期の再算

定に真摯に応じてまいりたいというふうに考えております。 

 その上で、事務局からは2024年度及び2025年度の中間目標値は、2023年度と同じと想定

することも示されております。制度検討作業部会においては中間目標の第２フェーズの基

本的方向性として、段階的に目標水準を高めながら非化石電源の維持拡大を着実に促進し

ていくことを基本とすることが示されているというふうに認識しております。とはいえ、

非化石電源の維持拡大を前提に中間目標は毎年増加ということの考え方が示されており、

23年度の目標値を横置きする考え方で本当にいいのかについては、ぜひ再考いただけない
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かというふうに考えております。 

 なお、制度検討作業部会では、小売電気事業者において証書購入費用が年々増加し、そ

の回収に困難が生じている現実を踏まえ、小売電気事業者に過大な負担が生じないような

制度環境整備についても議論がなされているというふうに認識しております。仮に23年度

中間目標値を横置きとするのであれば、24年度以降、証書購入費用の回収が困難となる可

能性が極めて高くなることから、市場価格と同様に電気料金への自動的な調整制度の早期

導入とセットでの検討をお願いしたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 ほかに御発言。 

 では、今の２つの事業者さんからの御要望について御回答いただけますか。 

○東取引制度企画室長  北海道電力さんの御指摘につきましては、御指摘を踏まえて検

討してみたい、まずファクトの確認と中身を検討してみたいというふうに思います。 

 東京電力エナジーパートナーさんの御指摘については、改めて同じ御説明になってしま

うかもしれないんですけれども、１つには、今、制度的に置かれているもの、先ほど申し

上げたグランドファザリングですとか需給バランスの考え方というのは３年間横置きに、

ある種政策的に決定される変数というのは３年間横置きになっているということが１つと、

等差に置くとある意味確実に過大に積んでしまうという中で、どう考えるかということな

んだと思うんですけれども、先ほど申し上げた、そういう中で現実的に算定上は何らかの

割り切りが必要かと思っていまして、おっしゃるとおり制度趣旨に照らせば、段階的に目

標というのが上がっていくというのはそのとおりだというふうに思っていますが、真っ直

ぐ引くとある種、過大な料金負担になってしまうと。 

 そう考えたときに、ではどうできるかということで、事務局の案としては横置きにする

ということなのではないかとお示ししていまして、ここは審議会での御議論に委ねたいと

いうふうには思ってございますが、事務局がなぜこういう考えに至ったのかということは、

先ほど申し上げたとおり、政策的に置けるものは横に置いているということと、少なくと

も過大に計算してはいけないんだろうという考え方からこういう案を提示しているもので

ございます。 

 最後の自動調整への仕組みの検討というのは、ちょっとこの審議会のマンデートではな

いと思いますが、御指摘を踏まえて資源エネルギー庁にもお伝えしたいというふうには思
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います。 

 以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 ほかに、この件についてございますか。よろしゅうございますか。いろいろ御意見いた

だいて、結構細かい論点ということになるんですけれども、確認しながら厳格に進めてい

ただければというふうに思いますけれども、宿題もあるようなので、次回以降改めて議論

ということでお願いしたいと思います。事務局においては準備をお願いしたいというふう

に思います。 

 それでは、議事は進めさせていただきますが、経営効率化についてであります。事務局

から御説明いただきますが、本議題について北海道電力、東北電力、北陸電力、中国電力、

四国電力、沖縄電力からも御説明ということでございます。事務局の説明の後に各社から

御説明いただいて、その次に質疑とさせていただきます。 

 それでは、事務局からまずお願いいたします。 

○池田取引監視課長  資料６を御覧ください。 

 ２スライド目でございますが、経営効率化については各社横断的に比較することが求め

られるわけですが、これまでの議論で、定量的な各社比較を可能とするため、実績値の使

用ですとか対象の期間、範囲等がばらばらなので、これをどう考えていくかというところ

が課題となっておりまして、それで事務局でもって検討を行った結果の御報告でございま

す。 

 ４ページ目をお願いします。事務局でまずやってみたのは、まず１ポツ目ですけれども、

電気料金を構成する各費目について、まず変動的な費目と固定的な費目に分けまして、さ

らに固定的な費目のうち法令、契約、外部要因等による制約を受ける費目とそうでない費

目に分けるということをやってみました。 

 その結果が５ページ目でございます。ここで分類１、変動的な費目ですけど、燃料費、

廃棄物処理費、他社購入電源費等につきましては、１つは他律的な要素が強い費目である

と同時に、また費目の定義が明確であるので個別に査定することが可能な費目でございま

す。一方、２番目に挙がった公租公課、補償費云々につきましても、他律的な要素が強い

項目でございまして、効率化がなかなか難しいということで、要はオレンジの分類３に位

置付けました費目は各社効率化努力を働かせることができる項目になるということでござ

いまして、分類３に位置付けられる費目について各社比較すればいいのではないかという
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ことでございます。 

 その前に、どうやって比較するかについてでございますが、例えば人件費ですとか委託

費とかはある意味でセットでありますし、また研究費とか諸費とか委託費はコストドライ

バーが必ずしも明確でないというところもありまして、そうやって考えると、分類３に位

置付けられたものにつきましては全部合算して、その費目の総額について発電部門と販売

部門に分けた上で、それぞれ発電部門は発電電力量、販売部門は販売電力量で割ったらい

いのではないかということになります。 

 その結果のグラフが７ページ以降でございます。これは発電電力量当たりの費用という

ことで、要は固定的な費用のうち能動的で効率化の余地が大きい費用がkWh当たり発電電

力量当たりどれぐらいになっているかというのを2016年からの経年変化で示したものでご

ざいます。これを見ますと、それぞれ各社の特徴がいろいろ出ているところでございまし

て、例えば最近急に上昇しているところもあり、これはこの後、各社からの説明をお願い

することにしたいと思います。 

 ８ページ目、これは販売電力量当たりの費用でございまして、これも各社それなりに差

が出るような格好になってございます。 

 そしてまた９ページでございますが、今回、各社の経営効率化を横比較するに当たって、

今の方法で算出したkWh当たりのコストを用いることについて、もし了承が得られた場合

は、それを基にまた効率化目標の設定の在り方等々について更に検討を進めていくことと

したいと思います。 

 御説明は以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 それでは、各社から御説明を頂きますが、まずは北海道電力・上野様にお願いしたいと

思います。よろしくお願いいたします。 

○上野オブザーバー  北海道電力の上野でございます。それでは、当社の発電部門、販

売部門の費用水準について、資料６－１に沿って御説明させていただきます。 

 本件につきましては、あらかじめ事務局より、当社の水準が他社と比べて高くなってい

る要因、それと当社の水準が至近実績から原価にかけて高くなっている要因、これについ

て御説明いただきたいとのオーダーを頂戴いたしましたため、この２点について整理させ

ていただいてございます。 

 それでは、１ページを御覧ください。当社の発電部門の費用について、発電電力量当た
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りの費用が他社と比べて高くなっている要因といたしましては、北海道エリアの特殊性を

踏まえ、安定供給の観点から、大規模電源脱落リスク対策として一定程度の予備力が必要

であるため、発電電力量があまり多くない発電所を含めkWを多く保有している影響が大き

いものと考えてございます。そのため、エリアの系統状況を踏まえますと、発電電力量当

たりの単純な比較は難しいということで、人員計画の審査にも用いられておりました認可

出力のほか、修繕費のメルクマールに用いられております帳簿原価等に基づく比較が本来

的には望ましいものと考えてございます。また、系統規模が小さくユニット１基当たりの

出力が小さいため、規模の経済が働かないことについても他社と比べて高くなっている要

因の一つと考えてございます。 

 ２ページを御覧ください。先ほど申し上げましたように、電力広域的運営推進機関の電

力需給検証におきまして、右中段の赤枠に記載の北海道エリアの特殊性を考慮し、大規模

電源脱落時においても予備力が確保できるかどうかの検証が行われていることを記載させ

ていただいてございます。 

 ３ページを御覧ください。こちらは発電部門におけます固定費低減の取組を記載してご

ざいます。当社の厳しい収支・財務状況の中におきましても、安定供給の観点から一定程

度の電源を保有することが必要であるため、下の表に記載のような固定費低減に最大限取

り組んでいるところでございます。 

 ４ページを御覧ください。こちらは販売部門の費用水準について記載してございます。

販売部門の費用については、需要家費が大宗を占めるということから、販売電力量よりも

お客様の数であります契約口数との相関が強いものと考えてございます。北海道エリアに

おいては産業用の割合が少ないなど、ほかのエリアと需要構造が異なっておりまして、契

約１口当たりの販売電力量が少ない状況にございます。そのため、販売電力量当たりの費

用といたしましては、他社と比べて高い水準になっているものと考えております。 

 このような状況にありますことから、販売電力量当たりの単純な比較ではエリアの需給

構造の違いを踏まえた評価とならないため、人員計画の審査にも用いられました契約口数

による比較、これが本来的には望ましいものと考えてございます。 

 ５ページを御覧ください。５ページと６ページには、これまで申し上げました、当社と

してより実態を表すと考えられるドライバーに変更した横比較の試算結果をお示ししてご

ざいます。発電部門につきましては、認可出力及び帳簿原価当たりの費用で比較を行いま

すと、下のグラフにお示ししているとおり、いずれも当社の水準は横比較においても遜色
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ないものと考えてございます。 

 その中で至近及び原価算定期間において水準が上昇している要因といたしましては、以

前、人件費においても御説明させていただきましたが、法的分離に際して北海道電力ネッ

トワークにおける管理間接業務などの一部について、当社側に人員等を配置している影響

がございます。加えまして、泊発電所の再稼働に向けた修繕費等を今回原価に反映してい

る影響もあるほか、資料には記載しておりませんが、委託費においても福島ガス火力の委

託運転費など控除収益と対になっているようなものですとか、修繕費における火力発電所

の定期点検基数の増加影響もありまして、こういった費用の増加は決して効率化が劣後し

ているといったものではございませんので、影響の補正等を考慮していただく必要がある

ものと考えてございます。 

 最後、６ページを御覧ください。こちらは販売部門のドライバーを契約口数に変更した

場合の試算結果となり、当社の水準は横比較においても遜色ないものと考えてございます。 

 長くなりましたが以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございました。 

 それでは、東北電力・石山様から御説明をお願いします。 

○石山オブザーバー  東北電力の石山でございます。それでは、資料６－２で御説明を

させていただきます。 

 １ページを御覧いただきたいと思います。発電電力量当たりの費用についてでございま

すけれども、2016年度から2021年度におきます過去実績平均については、下にも記載して

おりますけれども、１kWh当たり2.33円になっておりますが、今回の原価算定期間の平均

につきましては、真ん中のところにありますけれども１kWh当たり2.56円になってござい

ます。結果的には0.23円／kWh増加をした形になるんですが、その理由につきまして説明

をさせていただきます。 

 増加の要因としては、真ん中に網かけしているところの①から④、この部分が増加要因、

そして減少要因としては⑤になります。①でございますけれども、こちらは原子力修繕費

でございますが、女川２号の再稼働に伴う関連費用の増加ということになります。 

 ②、これは水力の修繕費になりますが、高経年化に伴う設備対策ですとか浸水被害防止

のための浚渫工事などによるものです。これらの費用につきましては、非化石電源の稼働

増というふうな形を通じて燃料費の低減に寄与するものと認識しております。 

 次に③、こちらは災害復旧修繕費になりますけれども、電気の安定供給上必要な修繕費
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でございますけれども、過去実績におきましては災害復旧修繕費について会計上特別損失

として計上しており、今回の過去実績には特別損失分が控除されていませんので、その差

異が生じている形になってございます。 

 ④でございますが、これは前回の会合の場でもお伝えさせていただきましたけれども、

2021年２月に発生をしました福島県沖地震によって、計画をしていた原町火力の２号機の

定期点検を次年度に繰り延べをした影響などから、2021年度の費用水準自体が低い水準に

なっております。それで、過去実績平均との比較においてこの辺が増加要因となったとい

うことで考えてございます。 

 減少要因は⑤ということで、こちらは料金原価算定で人件費をメルクマールに基づき算

定をしていることによるものだということで捉えております。 

 弊社といたしましては、①から④までの増加理由に対して、燃料費の低減を通じて全体

としては原価低減に資する費用であるということですとか、災害等に起因する要因という

ことであると考えてございます。そういうことで、これらの要因を考慮した場合、過去実

績平均を下回ることになりますので、過去実績取組との評価に当たっては、これらの事情

についての考慮をしていただいて評価を行っていただければと考えております。 

 弊社からは以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 それでは、北陸電力・平田様、お願いいたします。 

○平田オブザーバー  北陸電力・平田です。資料６－３で御説明させていただきます。

発電電力量当たりの費用の増加についての御説明です。 

 ２ページを御覧ください。最初のリード文の１ポツ目ですが、先ほど事務局から御説明

のあった分類差の発電電力量当たりの費用につきまして、2021年度の１kWh当たりの単価

が１円90銭から、原価期間の平均では２円90銭と１円上昇しております。これは金額で

222億円の増加ということになりますが、費目別に見ますと修繕費と委託費の増加による

ものでございます。まず、修繕費全体では176億円、単価で70銭の増加となっております。

内訳といたしまして、火力修繕費で102億円、単価で40銭、これについては後ほど御説明

しますが、固定費比率の変更影響によるものです。原子力修繕費に関しましては65億円、

単価で30銭の増加となっております。これにつきましては、先般の専門会合で修繕費につ

いて御説明しましたとおり、今回の申請原価には志賀２号の稼働に必要な起動前点検費用

を計上していること、及び火力修繕費と同様、固定費比率の変更影響などによるものです。 



 

 

- 38 - 

 次に、委託費の合計では46億円、単価で20銭の増加となっております。これにつきまし

ても、その他経費につきまして先般の会合で御説明いたしましたとおり、主に志賀２号の

新規制基準対応に係る安全審査費用が増加していることによるものです。 

 続いてリード文の２つ目のポツですが、修繕費の固定費比率変更影響について御説明い

たします。まず、先ほど事務局資料で示されておりましたグラフの2021年度実績につきま

しては、修繕費については部門別収支における固定費の単価が用いられております。当社

の部門別収支の2021年度実績におきましては、現行の原価であります2008年改定時の原価

の事業者設定基準の整理に基づきまして、火力は49％、原子力は79％を固定費に整理をし

ておりましたが、今回の申請原価におきましては、火力については環境対策費を除いて全

て、原子力については完全に100％を固定費に整理したことによる増加でございます。 

 まとめますと、固定費比率変更影響以外では、今回申請原価に志賀２号の再稼働に必要

となる起動前点検費用等を織り込んだため、固定費単価が増加しておりますが、これにつ

きましては、これまでの御説明どおり、燃料費等の可変費を含めますと総原価の低減に寄

与しております。 

 説明は以上です。 

○山内座長  ありがとうございました。 

 それでは、中国電力・小寺様にお願いいたします。 

○小寺オブザーバー  中国電力の小寺でございます。それでは、先ほど事務局の資料の

中でも説明があったとおり、当社の発電部門の発電電力量当たりの費用が増加しているこ

とにつきまして、資料６－４で御説明をいたします。 

 １ページをお願いいたします。当社の場合、事務局の資料にありましたとおり、2021年

度実績に比べて30銭ほど原価算定期間の費用が増加しているわけですが、これは、固定費

の金額自体が160億円余り増加していることが要因でございます。その中の大きなものが、

資料にもありますように270億円増加している修繕費ということになります。こちらにつ

きましては合計で108億円の増となっており、修繕費の中でも御説明したとおり、メルク

マールによる算定に加えて原子力の起動に必要なもの等も含めているため総額自体が増え

ているということもありますが、先ほど北陸電力様からも御説明があったとおりで、配分

の考え方が違うことで固定費が270億円の増加になっております。 

 その要因でございますが、先ほど北陸電力様からもありましたとおり、今回の申請原価

におきましては、2008年度以降に実施された直近の料金審査に基づく算定をしております
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ので、環境対策費を除く大宗の費用を固定費に整理しております。一方で比較対象である

2021年度の実績につきましては、部門別収支に基づく固定費の実績ということでございま

して、部門別収支そのものが現行料金の適正性を確認するものであるということから、固

定費、可変費の配分に当たりましては、現行料金である2008年度の考え方に基づき配分を

しております。このため、先ほど申し上げたとおり、2021年度実績と比べて修繕費の固定

費が270億円増加しております。今申し上げたとおり、大きな要因は算定の考え方の違い

によるものでございます。 

 ちなみに１ページ、２ページにわたって少し申し上げますが、固定費、可変費を合わせ

た全体で見れば14億円の削減ということで、全体の中に経営効率化を織り込むことによっ

て14億円の低減を図っているということでございます。 

 説明は以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 それでは、次は四国電力の宮本様、お願いいたします。 

○宮本オブザーバー  四国電力・宮本でございます。それでは、当社の発電・販売電力

量当たりの費用について御説明いたしますので、資料６－５を御覧ください。 

 まず発電側ですが、下の図の左側になります。2016年から2021年度におきましては、伊

方３号機の停止を主因に、2020年度に一時的に上昇しましたが、これを除けばおおむね減

少傾向になっていると考えております。 

 申請原価においては、伊方３号機の安定・高稼働を織り込むことにより、市場販売が増

加する効果も含めて、全体の発電電力量が増加すると見込んでいることから、発電電力量

当たりの費用は2016年度から2021年度の実績と比べて低下しております。 

 なお、事務局資料に記載のある弊社の過去実績水準が他社様に比べて高くなっている理

由につきまして、あくまで推測ではありますが、主に２つの要因があると考えております。

１つは、伊方３号機が2016年度に再稼働しており、その後は稼働に伴う修繕費などの諸経

費が発生しているものの、司法判断などによる停止が２回ほどあったことなどにより、稼

働率が順調に上がっていない、つまり発電電力量が少ないため分母が少なくなって単価が

高くなっていると考えております。もう一つは、弊社は過去の市場価格が低かった時期に

おいても、供給力を確保するために石油を含めた老朽火力を多く温存している状況であり、

市場価格が安い場合にはその稼働率が低くなる一方で、古いがゆえに設備の維持費用が多

く掛かっていることが理由と考えております。 
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 続きまして、販売側ですが、下の図の右側になります。2016年度から21年度の販売電力

量当たりの費用につきましては、前半の2016年度から19年度におきましては、小売全面自

由化により競争が激化した影響、2020年度はコロナ禍の影響により更に販売電力量が減少

したことから増加傾向にありましたが、2021年度は需要が戻ってきたことに伴い、低下傾

向になっております。 

 申請原価においては、競争環境が戻ることにより販売電力量が減少するということに加

えて、営業や需給関係システムの制度変更対応や保守期限切れに伴う更新が追加的に発生

することなどによりまして、2021年度より増加しておりますが、その増加幅を抑えるため

に最大限の効率化を織り込んでおります。 

 四国電力からは以上です。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 それでは、最後になりますが、沖縄電力の上間様にお願いします。 

○上間オブザーバー  沖縄電力の上間です。それでは、弊社の発電電力量当たりの費用

について御説明いたします。資料６－６をお願いいたします。 

 2017年度から原価算定期間において変化はございませんが、2021年度と比較しまして原

価算定期間において若干増加しております。こちらは修繕費のところでも御説明したよう

に、新型コロナウイルスの影響によりまして外国人技術者が入国困難だったために、2021

年度に計画していた定期点検を2022年度へ繰り延べたことによりまして、2021年度の修繕

費が特異的に低い水準となっているということによるものでございます。 

 弊社からの説明は以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございました。 

 それでは、資料説明終わりましたので、これから御議論いただきますが、例によって

Teams手挙げでお知らせください。どなたか御発言御希望いらっしゃいますか。 

 華表委員の手が挙がっている、華表委員どうぞ。 

○華表委員  華表です。ありがとうございます。まず、事務局資料の６ページの費目ご

とではなく分類③の総額を用いて比較するということについては、その後に書かれている

ように販売部門と発電部門で分けて妥当性を評価するということであれば、総額を用いる

ということ自体はプラクティカルにはそういうことでいいのではないかというふうに思い

ました。 

 加えて、それぞれが比較できるようになったときに、何をどういう期間で目指すことと
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するのかということについては、託送料金のレベニューキャップの制度設計でも議論され

てきたことだと思いますので、そちらの議論内容を参考にするという考え方がいいのでは

ないかというふうに思いました。 

 また、今は差が大きく出ている各事業者の発電電力量や販売電力量当たりのコストにつ

いては、事業者側からの説明にある予備力の影響ですとか販売口数の影響というのは一定

の合理性があるというふうにも思いますので、認可出力ですとか帳簿原価、そして販売口

数で比べた場合についても、少なくとも事務局としては分析した上で検討を進めるべきと

思いました。 

 私からは以上です。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 ほかにいらっしゃいますか。 

○北本委員  北本です。手を挙げるのを忘れました。 

○山内座長  どうぞ、御発言ください。 

○北本委員  ありがとうございます。私も北海道電力さんのお示しになられた販売口数

による比較というのは非常に情報として有用だと思いますので、この点についても各社比

較をしていくことが必要かと思います。 

 加えて今の北海道電力さんの資料の５ページ、ネットワークにおける管理間接業務など

の一部について、固定費の中にもし入っているのであれば、各社、実際入っているか入っ

ていないかを比較して、同じ土俵でもう一度ネットするなりグロスなりで比較をしてみる

ことで確認をしたいと思います。 

 以上です。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょう。 

 松村委員、どうぞ。 

○松村委員  松村です。まず、事務局資料のスライド５、この分類なのですが、私は賛

同しかねます。減価償却費に関しては、託送料金の議論のときにもあったと思いますが、

これに近い発想をして、その後、最後の最後の段階で、これは本当によかったのかどうか

という問題提起がされ、これは将来に向けて見直すことも含めて考えるということになっ

たのにもかかわらず、その後出てきた今回の議論で、減価償却費を当然分類②と考えるの

は問題。私はこんなことを平気で出してくるということは、事務局は、託送料金の改革で
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も一応言ったことは言ったけどやる気ないのか、と見えかねない。私は託送のときに言っ

た理由で、これを分類②にするのは納得いきません。 

 さらに減価償却費の部分を除いて分類③のところだけでコストの大小を見るのは、これ

も一つの重要な情報ではあるとは思うのだけれども、これだけ見たら、減価償却費がかさ

むような大きな投資はするのだけれども、それ以外の費用は節減できる行動をする、ある

いは減価償却費が掛からないように、ある種の投資を抑制した結果として分類③のコスト

が上がるとか、そういうことだってあり得る中で、減価償却費は本当に除いていいのかと

いう点については疑問に思っています。 

 一方で減価償却費を分類③に入れてしまうと、各社の横比較というところもそうですが、

経年変化を見るときに、近年に比べて過去投資量が多かったので減価償却費が減ってきた

のと効率化と一緒になってしまうというのは、見せ方としても分析としても望ましくない

という事務局の発想であれば、十分理解できます。 

 ということは、スライド７で示されているような、ほかのところでも同じなんですが、

こういうものを見せるときに、減価償却費まで含めたものと今示してくださっているもの

を両方にらみながら、効率的だし非効率的だというようなことを議論するほうが生産的で

はないかと思います。 

 繰り返しになりますが、減価償却費の部分を分類③に入れたものと入れないものの両方

を見せていただきたいし、両方を分析していただきたいというのがお願いです。 

 更に言うと、先ほど北陸電力からあったとおり、修繕費とかというのはかさむのだけれ

ども、その結果として燃料費が大幅に減っているというような行動を大きく取ったところ

が不利なスコアになるというようなことが確かにあり得るので、分類①も含めたコストと

いうのも含めて、要するに３つ分分析をして、それで本当に非効率的かどうかというよう

なことをにらむというようなことが必要なのではないかと思います。しつこいようですが、

今回の分析というのは十分意味がある、特に経年変化というのを見るときには十分意味が

あると思いますので、今回の分析を引っ込めるという必要はないと思いますが、追加して

見ていただきたい。 

 次に、各社から特殊要因というのをいろいろ説明していただいたんですけれども、例え

ば発電電力量当たりの費用、北海道が突出して高い。これは系統が小規模で連系線も細く、

その結果として予備力というのを相当持たなければいけない。何か一見もっともに聞こえ

るかもしれませんが、その程度というのは沖縄のほうがはるかに大きいわけですよね。に
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もかかわらず、それに比べても圧倒的に高いというのに対して、そのような説明というの

だけで簡単に納得してはいけないのではないかと思います。 

 そこだけ取り出すと、すごくもっともな議論に聞こえるかもしれないけれども、可能性

としては、北海道電力が過去、身の丈に合わない大きな単機容量の発電投資を繰り返した

結果として、必要な予備力が増えてコストがかさんでいるけれども、しかしそれは、大き

なものをすることによって全体としての各種の費用を下げるというようなことだったとす

ると、後者のほうだけは取り除かないで、前者のほうだけコントロールするような都合の

いいことというのをあまり安直にやってはいけないのではないか、相当に精査しなければ

いけないのではないかと思いました。 

 次に、これも先ほどのラウンドで言ったことで今回のものと直接関係ないのかもしれま

せんが、結局効率化をどれだけ求めるのか、その分でコストカットをどれだけするのかと

いうことのわけですけれども、これはいろいろな考え方があり得る。つまり、ここ規制部

門、規制料金の訳ですが、原価はかなりの部分自由化部門と共通している。自由化の部門

で十分競争圧力が働いているのだから、ある種効率的な経営をしていないと生き残れない

はずで、だからそれは認める、あまり厳しい効率化係数のようなものは課さないというの

は一つの考え方だと思いますが、一方で消費者庁から懸念が示されたとおり、競争が本当

に働いていないかもしれないということ。これだけ不正が相次いだということを考えると、

選択肢は、厳しい効率化を求めるというのとそれを全く求めないという選択肢があるとす

ると、本来、後者のほうが合理的だというようなことが一般論としては言えたとしても、

そのような状況下で消費者の理解を得るためには、かなり厳しい効率化を要求するという

判断もあり得ると思います。 

 でも逆に、不正が直接影響を与えたということをかっちり検証し、かっちり証明すると

いうハードルをもし消費者庁のほうから課されるんだとすると、多分それは完全に証明す

ることはほとんど不可能だと思いますので、そのような発想を取り入れるということはで

きないと思いますが、そのような指摘があったということ、抽象的な指摘があったという

ことを頭に入れながら効率化というのを要求するということはあり得ると思います。 

 託送に関して言えば、効率化は横比較というか他社比較というので非効率的なところに

効率化を求めるということと、効率化係数ということで全社に効率化を求めたというよう

なことの二本立てになっていたはずです。その点というのを今後、どうここで整理するの

かは考える必要があるかと思いました。 
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 以上です。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 それでは、次、梶川委員どうぞ。 

○梶川委員  全体として事務局の横比較については、費目間もある程度入り繰りもある

ので、総額ということで問題はないとは思います。ただ、先ほど北海道電力のお話に、平

均より高くなる個別の理由みたいなものというのは、契約口数のお話が先ほどほかの委員

の方からも出ているけれども、そういう内容であるから説明力のあるドライバーがある場

合は、逆に平均より低いところについては慎重に見ていく材料にはなるんじゃないかと思

うんですね。 

 ですからそういう意味では、こういう一定の説明要因がほかにも存在するのかというの

はむしろ高いほうの方に聞いていただいて、それが高いほうとして一定の説明がある場合

に──だからいいとは言わないんですが、低いほうについては、より慎重に平均値より低

い理由については見ていただき、事と次第によっては何らかの補正を加えるということも

あり得ると思いました。それだけでございます。 

○山内座長  ありがとうございます。ちょっと途中、電波関係で少しあれだったんです

が、大体趣旨は取れたでしょうか。大丈夫ですね。ありがとうございます。 

 それでは、圓尾委員どうぞ。 

○圓尾委員  圓尾です。私も５ページの分類で、今回、分類③についての分析を見せて

いただいたわけですけれども、①、②合わせたトータルのコストで分析したときにどう見

えるかというのも併せて見せていただきたいと思います。 

 例えば簡単に言うと、どんどん新しい設備を更新して造るんではなくて、設備投資を抑

制しながら古いものを大事に長期間、延命措置を取って使うようなことをしたときに、減

価償却は下がりますけれども、その分だけ修繕費がかさむという、そういうことでトータ

ルのコストを抑えることだってあるわけで、そういう効率化をやっているところというの

は、この分類③だけ見ると非効率に見えてしまうわけですよね。 

 ですから、燃料費の問題ももちろんそうですし、トータルでのコストをどう抑制してい

くかというのが経営の重要な判断のポイントになってくると思いますので、分類③だけ見

るのももちろん大事ですけれども、トータルでどうコントロールされているかというのも

同時に見せていただきながら、中身についていろいろ分析を我々のほうでも加えていきた

いなというふうに思います。 
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 以上です。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 ほかに御発言御希望いらっしゃいますか。 

 それでは、事務局のほうから全体に対するコメントを頂ければと思います。 

○池田取引監視課長  まず、経営効率化の業種横断比較につきましては、kWhだけでは

なく契約口数で分析すべきではないか。さらには北海道電力さんからは、容量ベースでも

見ていただけないかというような御指摘もあり、さらに圓尾委員からは、②とかも含めて

トータルでも見ていく必要があるのでないかという指摘もございましたので、またこうい

った頂いた御意見を踏まえながらいろいろ、どういった分析があるのかというところを検

討していきたいと思いますし、また松村委員から頂きました減価償却費の取扱いについて

も今後、引き続き検討してまいりたいと思います。ありがとうございました。 

○山内座長  幾つかあれですよね。私もいろいろな視点から分析してみるのはとても大

事だと思いますので、また次回議論ということで、事務局、準備をよろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、議題５に移ります。「その他経費について」です。事務局からの説明と北海

道電力、東北電力、東京電力エナジーパートナー、中国電力から追加の御説明があります

ので、その後、議論です。それでは、事務局からお願いいたします。 

○池田取引監視課長  資料７の５ページでございます。今回、その他経費、北海道電力

と東京電力エナジーパートナーの申請内容が中心でございます。 

 10ページにつきまして、申請の概要ですけれども、北海道電力につきましては分社化

等々の影響で委託費等が増えてはおりますけれども、全体としては、そのほかについては

大きな増加はなしと。一方、東京電力エナジーパートナーのほうも、今回、小売のみとな

ったことによってマイナス幅が大きくなっているというところでございます。 

 12ページ以下、各費目についてトピックス的なところをピックアップしながら進めてい

きたいと思います。 

 まず廃棄物処理費でございますけれども、16ページ目を御覧いただきたいんですけれど

も、これはこれまでの会合で、廃棄物処理費については低品位炭の使用ということによる

メリット・デメリット、そういうのを定量的な説明を求める意見がございまして、それを

踏まえて各社整理をいたしてございます。 

 次に18スライド目で、消耗品費はトピックス的なものがございませんで、あと37ページ、
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委託費のところでございます。委託費につきましては、北海道電力、東京電力ＥＰそれぞ

れカーボンニュートラル達成に向けた省エネ住宅施設費用や省エネ推進に係るパンフレッ

ト云々、あとは省エネプログラム実施等による増を盛り込んでおりますが、審査基準等々

ではオール電化関連の費用は認めないということとなっておるので、どこまでこれを認め

て、認めないかというところは一つ論点になり得るところと考えられるところでございま

す。 

 続きまして、諸費です。50ページ以降でございまして、55ページ、諸費のうち団体費に

ついては、北海道電力からはここの３団体新たに計上してきまして、上２つは四国、東北

も新たに計上して、下は北海道のみでございますが、これを原価に認めるかどうかという

ところは一つの論点かと思われるところでございます。 

 あとは貸倒損についてでございますが、59ページ以降でございますが、貸倒損について

は貸倒実績率の採録期間など算定方法を示されたいという御指摘もございまして、60ペー

ジ以降にそれを提示させていただいたところでございます。 

 あとはＤＸ関連費用について、養成費を計上する一方、外部委託でもＤＸを計上してい

るということについて整理が必要じゃないかという御指摘もございますので、そこについ

ては、後ほど東北電力さんのほうから説明を頂きたいと思います。 

 御説明は以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 それでは、各社別にお願いいたします。まずは北海道電力の上野様、よろしくお願いし

ます。 

○上野オブザーバー  北海道電力の上野でございます。それでは、その他経費について

の補足説明を資料７－１に沿ってさせていただきます。 

 １ページを御覧ください。その他経費につきましては、前回原価から198億円増加して

ございます。資料の右側に主な増加要因を記載してございますが、最も大きな要因は分社

化影響で、これによりまして前回原価から70億円増加してございます。分社化影響の内訳

としまして、１つは北海道電力ネットワークからの業務受託に関わる影響でございます。

委託費や諸費、研究費などにおきまして合計53億円の増加となっております。この増加に

つきましては、北海道電力ネットワークから受領する対価を電気事業雑収益へ計上してい

るため、それにより費用増は相殺される形になってございます。 

 もう一つは北海道電力ネットワークが保有する通信設備や既設電源線などの設備利用料
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による影響でございまして、賃借料や諸費において合計17億円の増加となっております。

こちらにつきましては、分社化前は自社保有設備として減価償却費等で計上していたもの

が賃借料や諸費に振り替わった結果、増加となっているものでございます。 

 これらの分社化影響の次に大きな要因としては、泊発電所の再稼働に向けた新規制基準

対応に関わる委託費の計上でございまして、こちらは前回原価に対して41億円の増加とな

っております。このほかの増加要因といたしましては、システムの更新対応、それとＤＸ

の推進などに伴う情報システム費用の増加、それと北海道外への販売を目的とした福島ガ

ス発電所の業務委託費用の計上などがございます。 

 福島ガス発電所につきましては、発電電力量の販売分を他社販売電力料へ計上している

ことから、先ほど申し上げました業務委託費や原料調達費用である他社購入電力料の費用

増は相殺される形になります。 

 また、原価算定に当たりましては、普及開発関係費のうち販売促進やイメージ広告に関

わるもの、諸費のうち寄付金や一部の団体費、研究費のうち電気事業運営において優先度

の低い研究件名につきまして、原価から除いて申請させていただいてございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 次は、資料の順番で行きます。東京電力エナジーパートナー・大風様にお願いします。 

○大風オブザーバー  東京電力エナジーパートナーの大風でございます。それでは、そ

の他経費に関しまして、弊社の算定の考え方について補足説明させていただきたいと思い

ます。資料７－２を御覧いただきたいと思います。 

 １ページ目でございます。その他経費につきましては、審査要領に基づき電気事業の運

営に必要と考えられる費用のみを選定し、原価算入を行っております。下の表にございま

すとおり、今回の申請原価は分社化等の影響により前回の原価に比べて2,448億円減少し、

1,040億円となります。なお、諸費につきましては、前回に比べて59億円増加しておりま

すが、こちら分社化に伴い東京電力ホールディングスに対してグループ大の経理・労務に

係る管理業務等に対して支払う費用が増加したことなどによるものでございます。 

 続きまして、２ページを御覧ください。普及開発関係費については内訳を下の表にまと

めておりますが、販売促進活動やイメージ広告等に係るその他販売促進活動等については、

審査要領に基づき全額、原価不算入としております。 

 また、需要抑制要請関連については、足元の厳しい電力需給環境を背景に需要抑制によ
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る費用低減の観点から、2022年度より省エネプログラムを実施していることなどにより、

前回に比べて増加しておりますが、それ以外の費用については紙郵送からウェブ掲載への

見直しや分社化の影響によりまして、前回に比べて減少しております。 

 普及開発関係費全体としましては前回原価に比べまして３億円減少し、16億円となりま

す。また、先ほども触れました諸費については、審査要領に基づき寄附金と交際費を全額

原価不算入としております。 

 また、事業団体費については、電力事業の円滑な運営の観点から費用の優先度を考慮し、

原価算入を行っております。 

 私からの説明は以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 それでは、東北電力・石山様、お願いいたします。 

○石山オブザーバー  東北電力の石山でございます。それでは、資料７－３に基づきま

して、弊社のほうから養成費のうちＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）関連費

用についての御説明をさせていただきます。 

 １ページを御覧いただきたいと思います。弊社としましては、電力供給事業の構造改革

を実現するため、ＤＸ推進の加速化が必要と考えてございます。このうち、現状では社内

の知見が十分でないものの早期に対応が必要な課題に対しまして、即効性を重視し、知見

を有する外部へ委託をすることとしてございます。具体的には、ＤＸの戦略の検討ですと

かＡＩなどの新技術の業務への適用検討など、こういった範囲を明確にして外部知見を活

用してまいります。 

 その一方で、中長期的にＤＸを推進していくためには、外部知見の活用と並行して社内

人材の育成にも取り組む必要があると考えております。人材育成におきましては、即戦力

となる全社横断でＤＸをリードしていく人材を短期集中で育成しつつ、実際の業務を担う

全社員のリテラシー向上、こういったものを中長期的に継続して取り組んでまいります。

こうした取組によりまして、現在は外部活用に頼らざるを得ない分野においても、中長期

的には社内のＤＸ人材で内製化していくことを目指しております。 

 続いて、３ページのほうを御覧いただきたいと思います。当社のＤＸ人材の育成計画の

概要になります。弊社では、ＤＸによる業務変革を早期に実現するため、階層ごとに人材

育成目標を立てまして研修を実施することとしております。また、ＤＸを通じ業務変革や

新たな価値を創出していく中では、全社員が基礎的なデジタルリテラシーを身に付けられ
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るよう一人一人に教育が必要となりますので、計画的に人材育成に取り組んでまいります。

具体的な取組でございますが、３ページの下段、４ページ目のほうに記載してございます

ので、後ほど御確認を頂ければと思います。 

 弊社といたしましては、このようなＤＸ推進の取組によりまして業務変革を実現し、中

長期的な電力の安定供給、効率化を実現してまいりたいと考えております。 

 弊社からの説明は以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございました。さっき言い忘れましたけど、今の東北さんと次

の中国については、前回まででこの会合で御指摘があった点についての御回答ということ

でございます。 

 それでは、中国電力の小寺様、お願いいたします。 

○小寺オブザーバー  中国電力の小寺でございます。弊社には廃棄物処理費のうち灰処

理費の算定方法についてということで、基本的な考え方は分かるけれどももう少し具体的

な算定方法について説明してほしいということを頂いたと思っております。その内容につ

きまして、資料７－４に基づき説明をさせていただきます。 

 まず、１ページを御覧いただけますでしょうか。灰処理量の算定に当たりましては、非

効率経年化火力発電所の廃止、あるいは三隅発電所２号機の営業運転開始による電源構成

の変化、あるいは低品位炭の活用などの当社の取組を考慮しております。また、石炭火力

発電所においてはバイオマス燃料を混焼しているため、石炭消費に伴い発生する灰の処理

量のほかに、バイオマス燃料の消費に伴い発生する灰の処理量についても算定をしており

ます。１ページに表で書かせていただいたとおり、分けて算定しているということでござ

います。 

灰処理量につきましては、実績と比べて大きく増加しておりますが、１ページの表にあ

りますとおり、三隅発電所２号機運転開始に伴う石炭消費数量の増加によるものが25万ト

ンと大宗を占めております。また、石炭消費量が増加する中におきまして安定的かつ安価

に必要量を確保するよう取組を進めており、それによって灰発生率については至近、少し

実績が増加傾向にあることから、こちらも反映して算定をしております。 

 バイオマス混焼に伴う灰処理量につきましては、発電所ごとに実績等に基づき算定をし

ており、原価算定期間平均で４万トンを織り込んでおります。結果、灰処理量は石炭のも

のと加えて87万トン、金額にしまして80億円を申請原価に計上しております。 

 灰処理量につきましては以上でございますが、２ページで低品位炭の活用について少し
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補足をさせていただきます。先般、低品位炭の活用による原価上のメリットとして、弊社

から70億円程度と回答させていただきました。これにつきまして少し補足をさせていただ

きますと、弊社におきましては、価格優位性のある低品位炭の活用を継続して進めており

ます。原価算定期間におきましては、燃料価格の低減として82億円の効果を織り込んでお

ります。 

 一方で、低品位炭は灰を多く出すということでございまして、こちらにつきましては、

当社の調達実績に基づきおおむね石炭よりも灰分比率が５％程度高いことから、こちらを

織り込んだ形で、結果として灰処理量としては低品位炭の活用により６万トン、金額にし

て10億円程度の増加を影響額として算定しております。 

 なお、灰処理が増えることにつきましては、新たに灰処理委託先と契約して、処理量の

増大を図る等の対応を進めております。 

 私からの説明は以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 それでは、質疑に移りますが、既に平瀬委員が御発言御希望です。どうぞ御発言くださ

い。 

○平瀬委員  平瀬です。東北電力さんのＤＸ関連のことで確認させていただきたいんで

すけれども、養成費のほうですが、これは工数を積んでおられるということでしょうか。

資料の２ページなんですが、全社員に対して31百万円というのが書かれているんですけれ

ども、デジタル技術に関する基礎知識、デジタル活用による課題解決のアイデアが全社員

に毎年課されるということですけれども、この育成の研修が、例えば25歳で入社して55歳

で退社するまでの30年間、毎年毎年この費用が積まれるという考え方で正しいでしょうか。

そうであるとすると、育成の効果が功を奏してないということになりますし、デジタル技

術に関する基礎知識を持ち、活用によるアイデアを発案するというのがちょっと漠然とし

ていまして、これは今まで社内研修とかで適用されてなかった費用が更に工数として積ま

れているという認識で正しいでしょうか。その辺りを確認させてください。 

 以上です。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 今いらっしゃいませんけど、東北電力・石山様、お願いできますか。 

○石山オブザーバー  東北電力の石山でございます。２ページの右側に養成費の３か年

平均値を記載しておりまして、合計が２億8,400万円ということになっているんですが、
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それぞれの内訳の中で特に金額の大きい１億7,300万、これがデータリテラシー基礎教育

とかＤＸ基礎教育の部分なんですけど、この詳細は４ページのほうに一応記載させていた

だいています。それぞれの教育の内容に基づく今回の申請額を記載しているんですが、こ

の中で一番大きい項目がデジタルリテラシー基礎教育ということで、内容についてはその

下、矢印で記載のとおり、単価とか人数を記載していますが、内訳の詳細の部分は大友の

ほうから御説明させていただきます。 

○大友オブザーバー  東北電力の大友でございます。詳細につきまして、私のほうから

補足させていただきます。 

 まず、デジタルリテラシー基礎教育の中では、デジタル技術、ビジネス変革という両方

のことを学ぶような研修としておりまして、新入社員あるいは管理職を中心として毎年や

るということではなく、一旦一通りの人数に受けてもらいたいというふうに思っておりま

して…… 

○平瀬委員  申し訳ありません、カットインして申し上げますけれども、質問はそこじ

ゃなくて、デジタルリテラシー人材の173百万円ではなくて、全社員に31百万円と書かれ

ているので、全社員ということは毎年毎年この教育をしているのですかという質問だった

んですけれども。 

○大友オブザーバー  承知しました。全社員のここに書いてありますデジタル技術に関

する基礎知識を持つ研修でございますが、こちらのほうは全社員を対象にはしますけれど

も、どちらかというと公的資格を取得したり、あるいはスキルアップにつながるようなも

のを、全社員を対象にして一部の人に受けていただくという意味で書いておりまして、大

変失礼しました。そのような意味合いでございます。 

○平瀬委員  一部の人という割には、このピラミッドの絵が全社員のすごい人数なので

31百万円というようにカウントできるんですけれども、詳細な数字と内容がよく分からな

いので、そこを質問したかったんですが。全社員を対象として一部の人という意味では、

上のデジタルリテラシーの2,000名、部門ＤＸの300名とかいうのと同じような扱いという

ことでしょうか。 

○大友オブザーバー  こちらのほうは、２ページの全社員の右側のほうに書いてござい

ますが、ＩＴパスポートでありますとか公的資格を取得するような支援を全社員を対象に

支援をするという意味合いでございまして、全社員の中から希望者を募ってこの研修に参

加していただくという意味でございます。 



 

 

- 52 - 

○平瀬委員  どれぐらいの人数になるんでしょうか。 

○大友オブザーバー  こちらのほうは今ちょっと詳細を持ち得ていないんですが、公的

資格を取得したいという希望者が全社の中から希望してきますが、全社員１万2,000人と

いうことではなく、各事業所で数十名とか、そういった規模で支援のほうをしていくよう

になろうかと思います。 

○平瀬委員  資料を出していただいていますので、私のほうでも大体１名の工数割りし

て、１年に何日ぐらい研修されているのかというのを計算していたんですけれども、この

一番下だけが不明だったので教えていただきたかったんですが、また後日で結構ですので

教えていただけますでしょうか。 

○大友オブザーバー  承知いたしました。後日、回答させていただきます。 

○平瀬委員  ありがとうございます。 

○山内座長  よろしいでしょうか。ほかに。 

 まず河野委員、どうぞ。 

○河野委員  ありがとうございます。私も東北電力様に伺いたいことがございまして、

本日御提示いただきました資料で、情報システム関連に関しては外部委託と自社内養成と

いうことで、費用と考え方については分かりましたというか、そういう考え方でやってい

らっしゃるということは理解しました。 

 その上で、お示しいただいたのはあくまでも戦略ですとか教育ですとかソフト面の話な

んですけれども、情報システムというかＤＸを本当にやっていくんであれば、ハード面で

の例えばシステムの入れ替えとか、そういったところも伴わないと、いくらリスキリング

をしても効果が薄れるんではないかと思いますが、改めてどこかで御提示いただいていた

のかもしれませんけれども、この場でいわゆるハード面に対する投資はこの３か年でどの

ぐらいを考えていらっしゃるのか。もう既に何か新しいシステムを入れていたりクラウド

を利用されていって、ハード面には費用がそれほど生じていないのかどうかということを

教えていただきたいのが１点目です。 

 ２点目は、費用の積み上げは分かりましたけれども、当然のことながら、ＤＸというの

は最終的にどこかの期間で効果が表れてこないといけない。効果というのは、ここの資料

に書かれているのは、定性的なこういった効果が見込めるんではないだろうかという記述

なんですけれども、御社内においては、当然のことながら費用執行するに当たって定量的

な効果というのを確認しているんではないかと思います。特に外部委託でコンサルを入れ
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るような状況では、そこに委託することによって、経営においてこういう効果があるとい

うのを確認した上で多分契約を結んでいらっしゃると思いますので、どのような効果がい

つごろ発現するのかという定量的な数字をもし持っていらっしゃるのであれば、費用対効

果ということで教えていただければというふうに思います。 

 以上２点お願いします。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 これも、お答えいただいちゃったほうがいいかも分からないですね。 

○石山オブザーバー  石山でございます。まず、２点目の御質問の費用対効果の部分に

なりますけれども、大体今、年間で７億ぐらいの投資の規模感になるのかもしれませんが、

2024年度、2025年度にかけて、効率化として年間で10～20億ぐらいの効率化ができるので

はないかというふうには試算しているところでございます。 

 あとハード面の話がちょっとあったんですが、既にモバイルとか必要なハードウェアの

設備については、端末を含めて個々人への配布等もしておりますし、基礎的なところのベ

ースの部分については、もう既に対応は終わっているというふうに考えているところです。 

 効果の部分については、大友のほうから御説明させていただきます。 

○大友オブザーバー  ハード面につきましては、特にデータを活用するような基盤等に

つきましては昨年度までに一定の投資をしてございまして、準備を進めております。そち

らは今後、各部門で利用していきながら効果を高めていきたいというふうに考えてござい

ます。 

 以上でございます。 

○山内座長  河野さん、よろしいですか。 

○河野委員  ありがとうございました。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 それでは、松村委員どうぞ。 

○松村委員  松村です。質問ではありませんので回答不要です。むしろ事務局に対する

コメントという感じです。 

 今出てきた東北電力の点に関してです。まず東北電力がＤＸを推進し人材に対して投資

してくださることは、とても感謝します。ここで書かれているとおり順調に進めていただ

きたい。外部効果もとても大きなものだと思いますので、このように推進してくださるこ

とを、スライド２のような形で推進してくださることを感謝します。 
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 その上で、ここで「新規ビジネスの事業化を具現化し、全社のＤＸを牽引する」と、こ

う書いてある以上、これは基本的に自由化部門の話だと思いますので、規制部門にも関連

はしているとは思うんですが、直接出てくるものではなく、むしろ自由化部門というとこ

ろで出てきた成果が規制の部門のほうに均霑化するということだと思いますので、最初の

４つ分は申請原価から除くべきだというふうに思います。少なくとも規制料金のほうに配

賦しないようにすべきと考えます。 

 下の２つに関しては、こちらのほうが額は大きいので、影響としてはこちらを精査しな

ければいけないと思いますが、上の４つは除いた上で、この下の２つに関しては、本当に

規制部門の話なのですね、関連する話なのですね、自由化部門と同じように規制部門にも

関連する話で、だから両方に原価が入ってくるのですねということを、河野委員が御指摘

になったように、それは具体的にどのような効果というのを期待しているのかを確認して

ください。もし上の４つの一部でも原価に算入するという方針に事務局がしたとするなら

ば、そのときには丁寧な説明をぜひお願いします。 

 以上です。 

○山内座長  ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょう。ほかにありませんか。よろしいですか。そろそろ時間の問題も

ありますけど。 

 では、事務局からコメントをお願いいたします。 

○池田取引監視課長  その他経費につきましては、今日頂いた御指摘も踏まえて引き続

き審査を進めてまいりたいと思います。 

○山内座長  ありがとうございました。 

 これについても、今日結論ということではございません。今、幾つかまた宿題も出てお

りますので、御準備いただいて、また次回以降議論させていただければというふうに思っ

ております。 

 議事の予定は以上でございますので、この後の進行は事務局のほうでお願いいたします。 

○池田取引監視課長  本日の議事録については、案ができ次第送付させていただきます

ので、御確認のほどよろしくお願いいたします。 

 次回会合につきましては、追って事務局より御連絡いたします。 

 それでは、第39回料金制度専門会合はこれにて終了といたします。本日はありがとうご

ざいました。 
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                                 ──了──   

 


